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第 1 章 調査研究の目的と実施体制 
 

1.1 調査研究の背景 

試験所および校正機関の一般的技術能力の要求は 1990 年に改訂された第 3 版 ISO/IEC ガイド 25

で国際基準となり，1999 年に ISO/IEC 170251)として正式な国際規格となった。その後，2005 年に

ISO9001:2000 と整合したバージョンに改訂される予定である。ISO/IEC 17025 は多くの国において試

験所認定制度，製品認証制度等に係る試験所および校正機関に要求される技術的能力の規格として利

用されており，わが国においても JIS Q 17025として制定され，適用されている。しかし，ISO/IEC 17025

の要求事項の中で，測定の不確かさ評価についての試験所および校正機関の対応は充分とはいえない

状況にある。特に試験所においては，試験分野の多様性もあって，一部で混乱をきたしている状況さ

え見られる。 

一方，わが国で諸分野を包括した製品認証制度の本格的運用が 2005 年から始まろうとしている。

計測器の校正，製品試験はこれらに続く製品認証によって完結し，国際間で合意された相互認証によ

って，鉱工業製品がボーダーレスに流通することになろう。もちろんこれには解決すべき多くの問題

が残されているが，中でも技術的課題の克服が強く求められている。最終目標は WTO（世界貿易機

関）／TBT 協定（貿易の技術的障害に関する協定）に基づく製品の自由流通であり，国際的に通用

する一連の適合性評価はその枠組みの中にある。したがって，技術的課題は多国間で合意された共通

認識の下で解決されなければならない。 

技術的課題で注目されるのは，計測のトレーサビリティ（traceability），測定の不確かさ（uncertainty）

および技能試験（proficiency test; PT）である。計測のトレーサビリティは校正段階で確保すべきで，

計量法に基づく計量標準供給制度と校正事業者認定制度（JCSS）によって整備が進んでいる。JCSS

制度の下での校正における測定の不確かさ評価は必須の要求項目であるので，登録事業者はこの要求

項目を満たしている。試験における測定の不確かさ評価は，個々の試験所で評価する能力を有しなけ

ればならないが，試験方法の規定によって要求されない場合があることから，試験結果を利用する際

にそれらを識別することが必要となる。本報告書は試験における測定の不確かさ評価の必要性の有無

についての識別における基本的な考え方を述べている。ただし，試験分野や試験方法によって評価方

法が異なるので，ここでは建築材料分野の物理試験を主な対象とした。なお，技能試験においても測

定の不確かさは試験結果を評価する際に重要な判断要素となる。 

 

 

1.2 調査研究の目的 

試験における測定の不確かさ評価は，校正における測定の不確かさ評価といくつかの点で異なる側

面をもつ。校正における測定の不確かさは必ず評価されなければならないが，試験における測定の不

確かさ評価は，試験の目的や性質によって必ずしも要求されない場合がある。現在のところ，定性試

験又は半定量試験においては測定の不確かさの報告が要求されないことは合意されている（ただし，

試験結果に影響する要因を考慮する必要はある）。また，試験方法の中で測定の不確かさの扱い方が

明示あるいは暗示されている場合には，各試験所における不確かさ評価は要求されない。後者は

ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 に該当する場合で，この項目に該当するための要件を明らかにすること

が当調査研究の主な目的である。 
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校正における測定の不確かさと試験における測定の不確かさとの違いから論じておきたい。校正に

ついては VIM2)，6.13 に「計測器又は測定システムによって示される数値又は実量器で示される数値

と，測定量の既知の数値との関係を特定の条件下で確立する一連の操作」と定義されている。試験に

ついては ISO/IEC GUIDE23)で「所与の製品・工程又は付帯サービスの一つ以上の特性を，所定の手

続きにしたがって判定するための技術的操作」と定義されている。両者の定義の違いから，測定の不

確かさに求められる要件も異なってくる。校正は所定の条件 specified condition 下で測定を行うのに

対し，試験は所定の手続き specified procedure にしたがって測定を行わなければならない。つまり，

校正では手続きまでは決められておらず，所定の条件，例えば温度や気圧などの決められた条件下で

あれば方法の手順までは規定されていないのに対し，試験では決められた方法（規定された手順）に

従って測定を行う必要がある。これを「方法の依存性」と呼ぶことにする。試験結果は試験方法に依

存するが，校正結果は方法には依存しなくとも良いといえる。方法が厳密に決められている校正の規

格もあるが，原則的には，校正は方法に依存しない。試験は方法を厳密に遵守しなければならないが，

このことはその方法に従うことによって試験結果がある一定のばらつきの範囲にあることを前提と

できる可能性を示している。すなわち ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2（以下，Note2 と呼ぶ）に該当す

る場合がある。 

試験のもう一つの特徴に「仕様適合性の判定」がある。これは測定結果がある仕様に合格するか不

合格であるかを判定するもので，試験方法の中に判断基準が示されている場合がある。この場合，試

験結果がばらつきの範囲を考慮したとしても明らかに合格，あるいは明らかに不合格である場合，測

定の不確かさの記述が意味をもたないことがある。ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note1 には測定の不確かさ

の推定において必要とされる厳密さの程度は，試験方法の要求，依頼者の要求および仕様への適合性

を決定する根拠としての狭い限界値の存在に依存すると記述されている。限界値が推測される不確か

さに対して広い幅を有し，充分な余裕をもって仕様適合性を決定できる場合には不確かさの推定の厳

密さの程度は低くてもよく，決められた試験方法に従うことで結果のばらつきが一定範囲にあること

が合意されている場合には，測定の不確かさの推定も報告も必要とされないことがある。換言すれば，

各試験所で不確かさの推定が必要となるのは，試験方法又は依頼者がそれを要求している場合，又は

不確かさの推定結果によって仕様適合性の判定が左右される場合である。 

 

 

1.3 調査研究実施体制 

(1) 研究組織および管理体制（委員会，組織） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査研究委員会 

【基本方針の決定及び技術的事項の審議】

調査研究 WG 

【調査結果の検討】 

調査グループ 

【検証実験の実施，ﾃﾞｰﾀ分析】 
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(2) 調査研究委員会委員 

委員長 三井 清人  財団法人 日本品質保証機構 

委員 榎原 研正  独立行政法人 産業技術総合研究所 

菅原 昭栄  独立行政法人 製品評価技術基盤機構（平成 15 年度） 

祖父江 良蔵 独立行政法人 製品評価技術基盤機構（平成 15 年度） 

登坂 孜   独立行政法人 製品評価技術基盤機構（平成 16 年度） 

稲葉 知英  独立行政法人 製品評価技術基盤機構（平成 16 年度） 

八田  勲  財団法人 日本規格協会（平成 15 年 8 月～12 月） 

竹下 正生  財団法人 日本規格協会（平成 16 年 1 月～） 

上園 正義  財団法人 建材試験センター 

今井 茂雄  株式会社 ＩＮＡＸ 

岩本 威生  日本化学キューエイ 株式会社 

井上   豊  財団法人 日本建築総合試験所 

永山  勝  財団法人 日本建築総合試験所 

西村 宏昭  財団法人 日本建築総合試験所 

行貝 光史  財団法人 日本建築総合試験所 

今井 秀孝  独立行政法人 製品評価技術基盤機構（オブザーバー） 

 

 

(3) 調査研究 WG 

主査 榎原 研正  独立行政法人 産業技術総合研究所 

委員 西村 宏昭  （情報企画室 室長） 

行貝 光史  （計測器校正室 室長） 

永山 勝   （材料部 部長） 

土井 清   （中央試験室 室長，平成 15 年度） 

高橋 利一  （中央試験室 室長，平成 16 年度） 

木村 芳幹  （材料試験室 室長代理） 

大橋 正治  （中央試験室 室長代理，平成 15 年度），（堺試験室 室長，平成

16 年度） 

小南 和也  （環境試験室 室長代理） 

苺谷 信次  （耐風試験室 主査） 

河津 龍大  （材料試験室 主査） 

荒井 正直  （材料試験室 主査） 

山本 英樹  （品質管理室 主査） 

 

(4) 事務局 

中安  進    （財団法人 日本建築総合試験所 品質保証部試験業務室 室長，平

成 15 年度） 

衣笠  隆幸  （財団法人 日本建築総合試験所 品質保証部試験業務室 主査，平
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成 15 年度） 

土井 清  （財団法人 日本建築総合試験所 品質保証部試験業務室 室長，平

成 16 年度） 

谷中 啓一 （財団法人 日本建築総合試験所 品質保証部試験業務室 主査，平

成 16 年度） 

 

1.4 調査研究の期間 

平成 15 年 8 月 1 日～平成 17 年 3 月 15 日 

 

1.5 委員会記録 

第 1 回委員会；平成 15 年  8 月 26 日（火），八重洲ダイビル 会議室 

・調査研究の目的及び趣旨説明 

・ISO/IEC 17025, 4.5.6.2, Note2 の解釈 

・粗骨材の吸水率，表乾密度，絶乾密度の不確かさ評価 

第 2 回委員会；平成 15 年 11 月 28 日（金），八重洲ダイビル 会議室 

・ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験の不確かさ評価 

・粗骨材の吸水率，表乾密度，絶乾密度の不確かさ評価 

第 3 回委員会；平成 16 年  3 月  4 日（金），八重洲ダイビル 会議室 

・高分子材料の引張試験の不確かさ評価 

・ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験の不確かさ評価 

・粗骨材の吸水率，表乾密度，絶乾密度の不確かさ評価 

・海外文献等の不確かさ記載例 

第 4 回委員会；平成 16 年  9 月 10 日（金），八重洲ダイビル 会議室 

・粗骨材の吸水率，表乾密度，絶乾密度の不確かさ評価 

・ISO/IEC 17025, 4.5.6.2, Note2 の解釈 

第 5 回委員会；平成 16 年 12 月 10 日（金），三菱地所コンファレンススクエア M+会議室 

・高分子材料の引張試験の不確かさ評価 

・粗骨材の吸水率，表乾密度，絶乾密度の不確かさ評価 

・海外文献等の不確かさ記載例 

第 6 回委員会；平成 17 年  2 月 10 日（木），(財)日本建築総合試験所 会議室 

・高分子材料の引張試験の不確かさ評価 

・ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験の不確かさ評価 

・海外の不確かさのカテゴリー分類 

 

1.6 調査研究 WG の記録 

第 1 回 WG；平成 15 年 11 月  7 日（金），(財)日本建築総合試験所 会議室 

・調査研究の目的及び趣旨説明 

・ISO/IEC 17025, 4.5.6.2, Note2 の解釈 

・各試験の不確かさ評価の進め方 
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第 2 回 WG；平成 16 年  2 月  9 日（月），(財)日本建築総合試験所 会議室 

・高分子材料の引張試験の不確かさ評価 

・ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験の不確かさ評価 

・粗骨材の吸水率，表乾密度，絶乾密度の不確かさ評価 

第 3 回 WG；平成 16 年  5 月 24 日（月），(財)日本建築総合試験所 会議室 

・高分子材料の引張試験の不確かさ評価 

・ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験の不確かさ評価 

・粗骨材の吸水率，表乾密度，絶乾密度の不確かさ評価 

第 4 回 WG；平成 17 年  1 月 28 日（金），(財)日本建築総合試験所 会議室 

・高分子材料の引張試験の不確かさ評価 

・ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験の不確かさ評価 

・粗骨材の吸水率，表乾密度，絶乾密度の不確かさ評価 

・建築材料の線膨張試験の不確かさ評価 
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第 2 章  ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 の解釈 
 

本章では，ISO/IEC 17025 における測定の不確かさの要求および JNLA の不確かさ方針を確認した

後，各国のガイドラインにおける 5.4.6.2, Note2 についての扱いを抜粋して列記する。本章では，各

節の見出し以外の章・節・項の番号は原文を引用した。 

 

2.1  ISO/IEC 17025 における測定の不確かさの要求 

試験における測定の不確かさについて適用できる ISO/IEC 17025 の条項を以下に抜粋する。 

5.4.6.2 試験所は，測定の不確かさを推定する手順をもち，適用する。ある場合には，試験方法

の性質から厳密で計量学的及び統計学的に有効な測定の不確かさの計算ができないことがある。

このような場合には，試験所は少なくとも不確かさのすべての要因の特定を試み，合理的な推定

を行い，報告の形態が不確かさについて誤った印象を与えないことを確実にする。合理的な推定

は，方法の実績に関する知識及び測定の有効範囲(scope)に基づくものであり，例えば，以前の経

験又は妥当性確認のデータを活用したものである。 

参考１. 測定の不確かさの推定において必要とされる厳密さの程度は，次のような要因に依

存する。 

・試験方法の要求事項 

・依頼者の要求事項 

・仕様への適合性を決定する根拠としての狭い限界値の存在 

参考 2. 広く認められた試験方法が測定の不確かさの主要な要因の値に限界を定め，計算結果

の表現形式を規定している場合には，試験所はその試験方法及び報告方法の指示に従

うことによってこの項目を満足していると考えられる。（5.10 参照） 

5.4.6.3 測定の不確かさを推定する場合には，適切な分析方法を用いて当該状況下で重要なすべ

ての不確かさの成分を考慮する。 

参考 1．不確かさに寄与する源には，用いた参照標準及び標準物質，用いた方法及び設備，

環境条件，試験・校正される品目の性質及び状態並びに試験・校正実施者が含まれる

が，これらに限定されない。 

参考 2．予想されている試験・校正品目の長期の挙動は，通常，測定の不確かさを推定する

際に考慮に入れない。 

参考 3．この問題についてさらに情報を得るには，JIS Z 8402 及び“測定の不確かさの表現の

指針(GUM4))を参照する。 

5.10.3.1 試験報告書は，試験結果の解釈のために必要な場合，追加の事項を含む 

c) 適用可能な場合，推定された測定の不確かさに関する表明。試験報告書中の不確かさ

に関する情報は，試験結果の有効性又は利用に関する場合，依頼者の指示が要求する

場合，もしくは不確かさが仕様の限界への適合性に影響する場合に必要とされる。 
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2.2 JNLA における測定の不確かさ方針 

独立行政法人製品評価技術基盤機構認定センターは「JNLAの試験における測定の不確かさの適用

に関する方針」5)の中で，試験方法を3つのカテゴリーに分けている。JNLAのこの方針はA2LAの不

確かさについての方針6)（付属資料１）を参考にしている。 

4.2 カテゴリー分類の定義 

(1) Ⅰ定性試験 

試験における測定の結果が数値で表されない定性試験。この種類の試験にあっては、試験に

おける測定の不確かさの見積もりを必要としない。 

(2) Ⅱ定量試験Ａ 

試験における測定の結果が数値で表されるJISの試験方法であって、JIS Q 17025の5.4.6.2の参

考2※に該当するもの。試験所はその試験方法及び報告方法の指示に従うことによってJIS Q 

17025の5.4.6.2を満足することから、試験における測定の不確かさの見積もりを必要としない。

ただし、その場合であっても試験所は自らの判断で(3)の①から④までのいずれかによって不

確かさを見積もることができる。 

※JIS Q 17025の5.4.6.2の参考2 

広く認められた試験方法が測定の不確かさの主要な要因の値に限界を定め、計算結果の表

現形式を規定している場合には、試験所はその試験方法及び報告方法の指示に従うことに

よってこの項目を満足すると考えられる（5.10参照）。 

(3) Ⅲ定量試験Ｂ 

試験における測定の結果が数値で表されるJISの試験方法であって、JIS Q 17025の5.4.6.2の参

考2に該当しないもの。この種類の試験に対し、JIS Q 17025の5.4.6.2及び5.4.6.3の要求事項を

満たす為に、試験所は以下の方法のいずれかによって不確かさを推定することができる。 

① 充分な数のコントロールサンプル（laboratory control samples）を用いる方法。 

② 不確かさの主な構成要素の確認及び測定の不確かさの合理的な推定による方法（例えば、

測定の不確かさを数式モデルとして表現できないような試験方法に適用する。） 

③ 不確かさの全ての要素を特定しており、ISO「測定の不確かさの表現の指針」に従って

計算された、詳細な測定の不確かさの評価方法（例えば、試験における測定の不確かさ

を数式モデルとして表現できる試験方法に適用する。） 

④ その他、適切と認められる方法 

 

別紙 JNLA における試験方法のカテゴリー分類のガイド（参考） 

(1) JIS Q 17025 の 5.4.6.2 の参考 2 で規定しているように、「広く認められた試験方法」が「測定

の不確かさの主要な要因の値に限界を定め」、「計算結果の表現形式を規定している」場合に

は、カテゴリー分類の第Ⅱ類（定量試験Ａ）と分類する。 

カテゴリー分類の定義で「Ⅱ定量試験Ａ」とは、「試験における測定の結果が数値で表される

ＪＩＳの試験方法であって、JIS Q 17025 の 5.4.6.2 の参考 2 に該当するもの。試験所はその試

験方法及び報告方法の指示に従うことによって JIS Q 17025 の 5.4.6.2 を満足することから、

試験における測定の不確かさの見積もりを必要としない。ただし、その場合であっても試験

所は自らの判断で(3)の①から④までのいずれかによって不確かさを見積もることができ
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る。」としていることからも明らかである。 

(2) JIS は「広く認められた試験方法」に該当する。 

「APLAC の試験における測定の不確かさ評価のポリシーDraft5」では、「広く認められた試

験方法」の解釈として次のものをあげており、日本工業規格（JIS）は「広く認められた試験

方法」に該当する。 

・国内又は国際的に認められた標準作成機関の発行した試験方法 

・政府の基準又は法律規格 

・特定の品目に適用される仕様書又は工業規格 

(3) 「測定の不確かさの主要な要因の値に限界を定める」とは、規格に「試験条件」が各条件の

許容幅の定義も含めて明確に規定されていることである。試験方法に無視できない繰り返し

変動要因（偶然効果）があるかどうか、その要因全てに限界が定められているかどうかは、

一義的には当該試験分野の専門家の判断による。 

「計測における不確かさの表現のガイド(Guide to the expression of uncertainty in measurement : 

GUM)」の「3 基本概念」の「3.3 不確かさ」の 3.3.2 項において次のように規定している。 

3.3.2 実際に、計測における不確かさには次のような多くの原因の可能性がある。 

a) 測定量の不完全な定義 

b) 測定量の定義が完全には実現されないこと 

c) 代表性のよくないサンプリングであること－測定試料が定義された測定量を代表して

いないこと 

d) 測定に対する環境条件の効果が十分に知られていないこと、又は環境条件の測定が完全

でないこと 

e) アナログ計器の読み取りにおける人によるかたより 

f) 有限である、機器の分解能又は識別限界 

g) 計量標準及び標準物質の不正確な値 

h) 外部の情報源から得られ、またデータ補正アルゴリズムに用いられる定数や他のパラメ

ータの不正確な値 

i) 測定の方法及び手順に組み込まれる近似と仮定 

j) みかけ上の同一の条件のもとでの、測定量の繰返し観測の変動 

このうち、a)から i)までの項目は、試験方法に試験条件を明確に定めることにより「不確

かさの値の大きさに限界を定める」ことが可能と思われる。しかしながら、「j) みかけ上の

同一の条件のもとでの、測定量の繰返し観測の変動」に基づく不確かさの大きさは、試験条

件を明確に定めてもコントロールすることができない偶然効果に基づくものであり、それは

試験方法の特性（特徴）による。 

つまり、電子計測機器等を使用する電気・機械等の物理測定の場合には、繰り返し変動の

大きさ（偶然効果）は無視できるほど小さいことがある。しかしながら、化学分析の一部又

は抗菌性試験の場合のように簡単な試験器具を使用する試験であって、試験結果が試験員の

技能に大きく影響を受けるような試験の場合には、この繰り返し変動（偶然効果）が主要な

不確かさの要因となることもある。このように試験方法に無視できない繰り返し変動要因が

あって、その不確かさの評価をしなければならないかどうかは、試験方法に「試験条件」を
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どれ程詳細に規定しているかではなく試験方法の特性（偶然誤差が大きい試験方法かどうか）

によることから、個別に当該試験分野の専門家の判断によらざるを得ない。 

(4) 試験要員の技能による繰り返し観測の変動が不確かさの主要な要因となる試験方法は、カ

テゴリー分類の第Ⅱ類（定量試験Ａ）と分類することは適当でない。 

化学分析又は抗菌性試験の場合のように、測定の繰り返し変動が主要な不確かさの要因と

なる場合には、試験方法に試験条件を明確に定めることにより「不確かさの値に限界を定め

る」ことはできないことによる。 

(5) 試験方法で規定された試験条件以外の要因が不確かさの値に大きく効いてくる場合には、

カテゴリー分類の第Ⅱ類（定量試験Ａ）と分類することは適当でない。 

試験要員の技能による繰り返し変動が不確かさの主要な要因とならない試験方法であっ

ても、試験条件に測定の不確かさの主要な要因が網羅されていない試験方法は「測定の不確

かさの主要な要因の値に限界」を定めているとはいえない。 

(6) 「計算結果の表現形式」とは「有効桁数の表明」である。 

「APLAC の試験所における測定の不確かさ評価のポリシーDraft5」では、『「計算結果の

表現形式を規定する」とは「報告される有効桁数、丸めの手順又は結果の特別な表現形式に

関する記述を含んでいる」ことである。』と解釈している。 

(7) 計算結果をある桁に丸める場合、通常はその桁より下に不確かさがあることが期待される。

表示の最小桁以上の不確かさがあると思われる試験方法を、カテゴリー分類の第Ⅱ類（定量

試験Ａ）と分類することは通常は適当でない。 

「広く認められた試験方法（JIS）」が「不確かさの主要な要因の値に限界を定めている（試

験方法に無視できない繰り返し変動要因がない）」場合であっても、その結果求められる不

確かさの大きさが「計算結果の表現形式（有効桁数）」の内にある試験方法は、カテゴリー

分類の第Ⅱ類と分類することは適切でないと考えられる。 

 

 

2.3 ILAC-G17; “Introducing the Concept of Uncertainty of Measurement in Testing in Association with the 

Application of the Standard ISO/IEC 17025”7) 

当 ILAC 文書では，以下の項で Note2 に関係する事項を記述している。 

 

1. ISO/IEC 17025 における測定の不確かさ 

・ 不確かさの主要な要因の限界を特定している広く認められた方法は，試験所の特別の行動を

必要としない。 

 

5. 実行に関するガイダンス 

試験方法を用いるときには次の 3 つのケースがある。 

・不確かさ評価のガイダンスを含む標準化されている試験方法を使用するとき。試験所はその

標準で与えられた不確かさの評価手順に従う以上の行動は期待されていない。 

・ ある基準が試験結果に対する代表的な不確かさを与えているなら，試験所はその試験方法に

完全に適合していると表明できるときにはその数字を引用することが許される。 
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・ ある標準がその試験結果に測定の不確かさを暗黙的に含んでいるなら，それ以上の行動を必

要としない。 

試験所は，標準で与えられている不確かさに関する情報に注意を向け適用する，すなわち適用可

能な数字を引用し不確かさ評価の適用可能な手順を実行する以外のことは期待されないであろ

う。試験方法を規定している標準は，不確かさの評価と試験結果の記述について再検討され，標

準作成組織によって修正されるべきである。 

 

 

2.4 APLAC-TC005; “INTERPRETATION AND GUIDANCE ON THE ESTIMATION OF UNCERTAINTY OF 

MEASUREMENT IN TESTING”8) 

 

2.4 不確かさの推定値の評価方法 

c. 広く認められた試験方法が測定の不確かさの原因となっている主要な条件の値に限界値を与

え，また，計算結果の表現形式を特定している場合には，試験所は，その試験方法に従うこ

とによって，測定の不確かさに関する要求事項を満足していると考えられる（ISO/IEC 17025

の 5.4.6.2, Note2 参照）。 

 

ISO/IEC 17025 の 5.4.6.2, Note2 が適用される場合においても，試験所は少なくとも全ての重要な

成分の特定を試みるべきである。このことは，その採られた評価方法が合理的であり，全ての重

要な成分が考慮されていることを確認するための情報を提供するであろう。 

 

3. 物理・機械試験 

3.2 ISO/IEC17025 の 5.4.6.2 参考 2 でカバーされる試験については，試験結果の測定の不確かさ

評価における試験所の能力の審査は要求されない，なぜなら試験における不確かさの評価

がその規格に特別には要求されていないのであるから。しかし，試験所の依頼者が試験所

にそのような結果の測定の不確かさを報告することを要求するかもしれないので，認定機

関は測定の不確かさの評価における試験所の能力を評価する必要があるかもしれない。 

ISO/IEC17025 の 5.4.6.2 参考 2 に使われている用語の解釈は次に従うべきである。 

a. 「広く認められた」試験方法（又は手順）は一般に ISO/IEC17025 の 5.4.2 節第 2 段落の

条件に見合うとされる試験方法である。それは，それらの試験方法が，国際的，地域ま

たは国内の標準として，または，信頼できる技術機関によって出版されているものであ

るか，あるいは政府の基準，法律であるか，あるいは試験を受ける特定の品目に適用さ

れる仕様書などである。信頼できる試験装置のメーカーが決めた試験方法も「広く認め

られる」と考えられる場合もある。試験所はこれらの試験方法が有効であり適切な技術

分野で広く受け入れられていることを示す十分な証拠を用意することが望ましい。 

b. 「不確かさの主要な要因の値に限界を設ける」は，その試験方法において，必要な測定

それぞれについて最大許容不確かさや最大許容限界を特定しており，試験の結果に重要

な影響を及ぼすことが知られている環境条件やその他の条件の限界値を特定している

ことを意味している。その決められた限界は，それらを合成してみて合成不確かさの少
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なくとも 95%に寄与している全ての不確かさの要因に適用されるべきである。この参

考２を適用しようとする試験所は，上で詳しく述べた条件が満たされていることを表明

するべきである。また，試験所は，その試験方法を実行するときにそのような全ての測

定と条件が決められた限界内に制御されていることも表明するべきである。 

c. 「計算結果の表現形式を決める」はその標準が，報告される有効数字の桁数，数値の丸

めの手順または結果表現の特定の形式について特定する記述を含んでいることを意味

している。もしその試験方法（又は手順）が次のどれかを特定している他の文書を引用

しているならば，試験方法（又は手順）が「計算結果の表現形式を規定している」とい

う要求は満たされていると考えられる。 

ⅰ. 結果の報告に使われる有効数字の桁数 

ⅱ. 報告された結果を使用する，あるいは，解釈する方法 

ⅲ. 報告された結果の計算方法が有効数字の桁数を制限している 

これらの全ての条件が満たされる場合，測定の不確かさを評価するさらなる作業も必要と

はされず，測定の不確かさは報告される必要はない。 

 

4．建築材料試験 

4.2 a. ISO/IEC17025 の 5.4.6.2 参考 2 の適用の条件は次のとおりである。 

ⅰ. 「広く認められた試験方法」とは，国内または国際的に認められた規格制定機関によっ

て出版された試験方法，又は政府基準，法律，規格，又はその評価しようとする品目に

適用する仕様書を意味する。また産業界規格を含むことがある。 

ⅱ. 「不確かさの主要な要因の値に限界を設け」とは，その試験方法が，必要な測定それぞ

れについて最大の許容不確かさを特定し，環境条件やその試験結果に重要な影響を与え

ることが知られているその他の条件の限界値を特定していることを意味する。 

ⅲ. 「計算結果の表現形式を規定する」とは，その規格が，報告される有効桁数，丸め手順，

又は結果の特定の表現形式に関する特定の記述を含んでいることを意味している。 

b. これらのすべての条件が満たされるとき，それ以上に測定の不確かさの表明が報告される必

要はない。 

c. 実際の測定の不確かさが報告に要求されるものより大きいと思われる場合には，試験所は評

価された不確かさの記述を含めるべきである。 

 

7．微生物試験 

7.8 専門家の行う試験のいくつかの領域，例えば薬学微生物の試験で，ISO/IEC 17025 の 5.4.6.2

参考 2 は適応できる場合がある。というのは，その方法には試験パラメータの妥当性確認を

含み，測定の不確かさの主要因の値について限界を規定し，計算結果の表現形式が定義され

ているからである。 
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2.5 ILAC-G15; “Guidance for Accreditation to ISO/IEC 17025”9) 

G.5.4.6.2 試験が一つの試験分野から他に大きく変わる場合や一つの分野自身においてさえも，

試験における測定の不確かさ評価に含まれる複雑さは変化する。それは校正と比べて計量学的に

厳密でないプロセスによって成されることがよくある。ISO/IEC 17025 の段落 5.4.6.2 はこれらの

ファクターを許しており，そのことを認定機関は審査のときに考慮に入れるべきである。（ILAC 

試験所 Liaison 委員会は試験における測定の不確かさの実行についての戦略を開発中である。） 

 

2.6 NATA; “Uncertainty of Measurement in Construction Materials Testing”10) 

ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 は，不確かさの主要な要因に限界を設けており，報告の形式を特

定している「広く認められた試験方法」の使用を認めている。試験所は，その方法に従い，報告

される結果が試験方法に従って報告されることで，ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 に適合する試験

方法についての MU の要求事項を満足していると考えられる。試験所は ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, 

Note2 に適合しない定量的試験方法については MU 評価を必要とされるであろう。 

備考 2：いくつかのオーストラリア基準，AustRoads および Road Authority 試験方法は ISO/IEC 

17025, 5.4.6.2 節，Note2 に適合するが，すべての試験方法が不確かさの要因の限界を特定してお

らず，試験の総 MU を含む報告形式を有しているわけではない。NATA は，責任をもつ組織に，

これらの試験法が ISO/IEC 17025, 5.4.6.2 節，Note2 に適合するよう改訂を強く勧めている。 

 

2.7 A2LA; “Estimation of Uncertainty of Measurement Results for Calibrations and Tests in Construction 

Materials and Geotechnical Testing”11) 

ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 でカバーされる試験については，定性試験結果と同様，それら

の試験結果の測定の不確かさを評価する試験所の能力の審査は要求されない。次のリストは試験

方法の評価基準で，5.4.6.2 の Note2 に適用するためには，これらの質問への回答が「yes」であ

るべきである。 

試験方法の不確かさ評価基準 

基準： 

認められた方法か？ 

方法が特定の基準に合致するための測定機

器を要求しているか？ 

方法が性能のための特定の指示を示してい

るか？ 

方法が報告の要求事項を特定しているか？ 

有効数字と使用の記述が不確かさの使用を

含まないか？ 

これらの質問のそれぞれの答えが不確

かさ評価を除外するために「yes」であ

るべきである。 

 

5.4.6.2, Note2 で使われている言葉の解釈を次に示す。 

「広く認められた」試験方法（または手順）は ISO/IEC 17025 の 5.4.2 節の第 2 段落で挙げ

られているものを含む。それは国際規格，地域規格あるいは国家規格として発行されている方

法，または定評ある技術機関の出版物，あるいは該当する科学文献もしくは定期刊行物として
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公表されている適切な方法である。政府の基準，法律，規則で決められている試験方法，ある

いは評価しようとする品目を用いる仕様書の場合もある。試験設備の製造者によって決められ

た方法も「広く認められた」と考えられることがある。しかしながら，これらの試験方法が妥

当でその分野で広く受け入れられていることを示すために試験所によって十分な証拠が用意さ

れなければならない。 

「不確かさの主要な要因」は，合成されて，合成標準不確かさの少なくとも 95％に寄与す

る不確かさ要因である。その代わりに，最大の要因の 1/4 以下の要因は無視できると考えられ

ることがある。 

試験方法で以下のひとつ以上の事項が特定されているか，試験方法がいずれかを特定してい

る文献を参照しているなら，その試験方法が「計算結果の表現形式を特定している」という要

求事項は満足していると考えられる。 

1) 結果の報告に用いられる有効数字のけた数 

2) 報告される結果を用いるまたは説明されている方法 

3) 有効数字を制限する報告結果を計算する方法 

これらの 3 つの条件は多くの建築材料試験と土質試験で満足されるので，ほとんどのケース

で不確かさ評価を必要としない。この建築材料試験の方法の評価は装置の正確さ，報告の基準

および手順の定義を特定することによって，ある仕様に適合・不適合の宣言が測定の結果であ

るとき，不確かさがその方法で考慮されているということを意味している。 

 

2.8 UKAS-LAB12; “The Expression of Uncertainty in Testing”12) 

3. 不確かさの報告と評価 

3.5 広く認められた試験方法が測定の不確かさの主要な要因の値に限界を与え，結果の表現形

式を規定している場合には，測定の不確かさの評価の要求事項はその試験方法と報告の指

示に従うことによって満たされると考えることができる。 

 

2.9 IANZ; “Technical guide Uncertainty of Measurement Precision and Limits of Detection in Chemical and 

Microbiological Testing Laboratories”13) 

4.4 不確かさ評価のアプローチ 

ISO/IEC 17025 5.4.6.2 Note2 の「有効数字のアプローチ」は，化学や微生物試験における測

定の不確かさ評価にはふさわしいとは考えられない。 

4.12.3 ISO/IEC 17025 の 5.4.6.2，Note2 

いくつかの専門家の試験，例えば薬学の微生物分析の領域における Note２の応用も適用で

きるかもしれない。と言うのは，関係する方法は，分析パラメータの妥当性確認を含み，

測定の不確かさの主要な要因の値に限界を決め，解散結果の表現形式を定義しているから

である。 

 

2.10 NITE からの Note2 に関する問い合わせの記録 14) 

(1) NITE からの質問 

試験の MU 評価について，我々は ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 の実際の適用を準備中です。次
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の点について応用あるいは解釈のあなたの状況を教えていただけますでしょうか。 

１．試験が国家標準に基づいてなされるとき，Note2 に合致するケースはあるでしょうか？ 

２．貴国では Note2 に適合する国家標準分野は（およそ）どれくらいの数があるのでしょう？ま

たそれらの技術分野は何でしょうか？ 

３．どの標準が Note2 に満足するかを公表していますか？ 

４．国家標準がこの要求事項を満足し，個々に MU 評価を必要としないという観点から，試験

の MU 評価が要求されないケースはありますか？ 

５．我々は，管理されたサンプルの標準偏差，ISO GUM に基づく非常に厳格な推定などのよう

な，厳密さの程度によって MU 評価にいくつかの方法があると理解しています。個々の国

家標準について厳密さの程度の分類はお持ちでしょうか？ 

もしあなたがこの質問の責任者でないならこのメールを担当者にお送りください。感謝いたし

ます。 

敬具 

祖父江良蔵 

技術管理者 

JNLA/NITE, Japan 

 

（2）APLAC 技術委員長 Dr. Max Robertson の回答 

大変難しい質問です。というのは，国際機関はこの問題の答えを未だ準備していないからで

す。私の考えと APLAC におけるガイダンス案に基づいていくつかのガイダンスを差し上げま

しょう。 

我々は試験方法を特定している多くの国家規格を持ってはいません。持っていたとしても，

その仕様は一般に ISO/IEC 17025 の要求事項を満たしておらず，したがって，試験所は「少な

くともすべての成分の特定を試み」，「少なくとも合理的な推定を行う試み」をすることが期待

されるでしょう。 

その要求事項を満足するために試験方法は以下のすべてを行わなければなりません。 

a) 広く認められた方法，つまり ASTM, AOAC, APHA, ISO, EPA などであること。 

b) 測定の不確かさの主要な要因の値に限界を決めていること。 

c) 報告される有効数字のけた数を含む計算結果の表現形式を特定していること。 

我々は多くの ASTM 試験法について GUM タイプの計算を行って，その方法が方法の詳細

にわたって特定されたものとしてコントロールされているとき，推定値がその方法に挙げられ

ている再現性(R)の中にあり，したがってこれは用いるべき合理的な推定値であるという結論

を得ています。それまではこの(R)を合理的な推定値として用いている試験所を我々は受け入

れるでしょう。 

我々は Note2 の要求事項を満足する標準試験方法のリストを公表していません。我々は試験

所が（不確かさの推定を含む）何をしようとしているのかを理解し，技術審査員にそれを説明

することを期待しています。彼らの提案が合理的であるということを技術審査員が受け入れる

なら審査員はその結果を受け入れるでしょう。試験所の依頼者の要求によるケースの評価では

ケース・バイ・ケースで扱わなければなりません。したがって，段落 4.4.1a)と 5.4.2 の下では，
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試験所は，依頼者の要求（依頼者の希望ではなく）の理解に関して不確かさ評価を考えるべき

です。 

Note2 の適用や必要性に応じた推定における厳密さの程度は，私の考えでは，それぞれの環

境に依存することが分かるでしょう。例えば，微生物試験では中間精度（ISO 5725 を参照）

が合理的な推定値を提供すると考えられます。化学分野では，中間精度あるいは試験所間精度

も合理的な推定値を提供するかもしれませんが，ここで我々は試験所がすべての有意な成分を

特定し，有意な成分がその精度データから省かれていないことを確実にしなければならないこ

とを期待しています。電気分野の試験では，試験所が GUM に従うことを期待しています。他

の物理試験では試験所が Note2 を使う可能性について，特に公表している”R”を用いることが

ある ASTM についてはオープンにしています。しかし，数式が割りと簡単で成分があまり多

くなく，データが利用できるかいずれの有意な成分もたやすく手に入れられる場合には GUM

を適用することが合理的であることもよくあります。 

これらの取りとめのない話があなたの考えるヒントになれば幸いです。 

あなたのポリシーがうまく作られることを望みます。情報として IANZ の不確かさに関する

ポリシー文書を添付します。 

敬具 

Dr. Max Robertson 

General Manager Accreditation Service 

APLAC Technical Committee Chairman 

 

(3) UKAS 技術管理者 David Hayward の回答 

多くの認定機関がそうであるように，すべての UKAS 認定試験所では，UKAS は我々の以

前の要求から 17025 の完全実施の移行期間にあります。 

この段階にも拘らず，試験における測定の不確かさ評価について試験所のシステムを審査し

ているところです。UKAS の認定課は，特定の試験についての一貫したアプローチを確実にす

るために，定期会合でこの規格の節(ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2)を議論しています。 

我々は「試験における不確かさの表現」（UKAS 出版 ref LAB12，UKAS のウェブサイト

www.ukas.com から入手できます）についてガイダンス文書を出版しました。ウェブサイトに

は 17025 に関する Q&A も載せています。Note2 が適用できるケースもあることを受け入れて

いますが，これらはケース・バイ・ケースで扱っています。（質問 3 に関して）Note2 が適用

されると思われる標準のリストは発表していません。 

敬具 

David Hayward 

Quality Manager 

United Kingdom Accreditation Service 
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2.11 標準 ASTM 試験方法 

一般に，標準 ASTM 試験方法は試験所がその方法を効果的で矛盾なく使用できるように以下の情

報を与えている 15)。 

・ 適用範囲 Scope：試験方法の目的の定義 

・ 引用文書 Reference documents：関係する ASTM 基準の参照 

・ 用語 Terminology：その標準で使われる技術用語の定義 

・ 試験方法の概略 Summary of test method：試験方法の基本となる原則 

・ 重要性 Significance：測定の限界 

・ 干渉 Interference：測定結果に与える要素 

・ 装置 Apparatus：試験機器・装置の詳細 

・ 試験体 The specimen：試験体の選択，準備，（ある場合には）養生 

・ 校正 Calibration：試験機器における校正の要求 

・ 手順 Procedure：測定および観察についての段階的手順 

・ 計算 Calculation：観察から得られる決定の方法とこれらの決定から得られる試験結果を得る

方法についての情報 

・ 報告 Report：試験所で発行される試験成績書で試験結果を報告する方法についての情報 

・ 精度とかたより Precision and Bias：繰り返し観察とその試験方法で得られる誤差の最大許容

値との一致の程度。精度とかたより試験方法で与えられる値を繰返して超えていることが明

らかであるなら，影響要因が制御されていないかその試験方法が正確に行われていないこと

を暗示している。 

・ キーワード Key words：試験方法に関するキーワード 

 

例：ASTM C128-9716)は骨材の密度・吸水率の試験方法である。この規格の 13 節に Precision and Bias

が次のように示されている。同様の記述は，多くの ASTM 規格に取り入れられている。 

13. Precision and Bias 

13.1 精度－この試験方法の精度の推定値（表 1）は，AASHTO 材料標準試験所技能サ

ンプルプログラムの結果に基づいており，この試験は ASTM C128 と

AASHTO 試験法 T84 によって行われた。データは 40～100 の試験所から得

られた 100 以上の試験結果に基づいている。 

13.2 かたより－この試験ではかたよりを決定するのにふさわしい容認可能な標準物質

がないので，かたよりについての記載はなされていない。 

 

表 1 精度 
  

標準偏差（1S）A 二つの結果の許容

範囲（D2S）A 
絶乾密度 0.011 0.032 
表乾密度 0.0095 0.027 
推定密度 0.0095 0.027 

ひとりの試験

員の精度 
吸水率%B 0.11 0.31 
絶乾密度 0.023 0.066 多試験所精度 
表乾密度 0.020 0.056 
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推定密度 0.020 0.056  
吸水率% B 0.23 0.66 

 
A これらの値はそれぞれ実行書 C670 で述べている(1S)と(2DS)を表してい

る。精度推定値は，15 時間から 19 時間の浸水時間による AASHTO 材料標

準試験所技能サンプルデータとその他の試験所での 24±4 時間のデータを

合成した解析から得られた。試験は普通重量骨材でなされ，乾燥器で乾燥

させた状態の骨材からスタートした。 
B 精度推定値は 1%以下の吸水率の骨材に基づいており，製造された細骨材

および 1%より大きい吸水率の細骨材とは異なる場合がある。 

 

2.12 第２章のまとめ 

2.12.1 ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 の解釈 

Note2 には次の 3 つの要件が含まれている。 

① 広く認められた方法であること 

② 不確かさの主要な要因に限界を設けていること 

③ 結果の表現形式を規定していること 

JIS はわが国では広く認識されている試験方法であるので，JIS の適用は①の要件を満たしている。

A2LA 文書では，要件②の不確かさの主要な要因は，合成されて，合成標準不確かさの少なくとも

95％に寄与する不確かさ要因であるとしている。このような定量的な不確かさの評価を行って要因の

限界値を決定するには，一度は厳密な評価を行う必要がある。その評価は試験方法を決定する際の，

方法の妥当性の検討に含まれているであろう。したがって，個々の試験方法について JIS 作成委員会

が JIS 作成時の検討資料を公表することが望ましい。要件③の結果の表現形式は有効数字の表明が主

であることが合意されている。R.R.Cook17)が「有効桁の決定は測定の不確かさの評価後にのみ客観的

になすことが可能である」と述べているように，結果の有効桁は不確かさの評価結果を反映したもの

であるべきである。当然ながら，有効桁の最小桁は不確かさの推定値以上でなければならないであろ

う。不確かさの評価後に決定された有効桁の最小桁は，不確かさの推定値を包含する簡易で実用的な

表現であると考えられる。 

一般に公的な試験方法は，試験所によって値がばらつくのをできる限り避けるように作られてい

るはずである。つまり，同じ試験体を異なる試験所で試験する場合，必要な精度で，同じ結果が得ら

れることが期待されている。そのためには，試験手順が同じであることは当然であるが，結果がばら

つく要因に制限を設ける必要があるだろう。結果がばらつく要因としては，計測機器の精度，試験環

境，人の技能の差，その他の偶然的な要因などがあるが，これらは測定の不確かさの要因（ILAC-G17

参照）である。うまく作られている試験方法は不確かさの主要な要因を特定し，一定の制限を課して，

結果のばらつきが期待される範囲に収まることが意図されていると考えられる。 

Note2 の適用では，結果のばらつきの表現，すなわち測定の不確かさは有効桁で便宜的に表され

ていることが期待されるが，試験方法の中にはこれらの考慮が充分でないものがある。結果の表示に

有効桁が示されている場合でも，測定の不確かさが考慮されていなければ，測定の不確かさが有効桁

の最小桁より大きいことがある。これに関係して，APLAC 文書では「実際の測定の不確かさが報告
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に要求されるものより大きいと思われる場合には，試験所は評価された不確かさの記述を含めるべき

である。」と述べている。つまり，この場合には，測定の不確かさの要求適用除外は認められない。

この問題点が当委員会の調査研究課題である。 

 

2.12.2  各国認定機関における ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 の適用状況 

各国の認定機関においても ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 の適用を原則的に認めている。しかし，

その具体的な適用についてはケース・バイ・ケースであるとしていることが多い。これは ISO/IEC 

17025 が定形の試験業務から法医学分析や開発試験までの幅広い範囲を包含していること，さらには

依頼者の要求によって測定の不確かさの見積が必要とされることから，Note2 の適用を一律に決めら

れないことに起因すると考えられる。しかし，製品認証のための製品試験に限って，試験方法の修正

や逸脱を認めない場合には，A2LA や NATA のように特定の試験方法に Note2 の適用を認めることは

可能であると思われる。 

試験分野によっては Note2 の適用が許されないことがある。化学分野および微生物分野において

は，Note2 の適用は認められない場合がある。これは，これらの分野では試験結果が試験員の技能レ

ベルの影響を強く受けるためで，試験員の技能レベルは試験方法の規定に明示できないことによると

考えられる。ただし，薬学微生物の試験では Note2 が適用できるとしている。また電気試験の分野で

はより厳密な GUM の適用が要求される場合もある。一方，物理分野では Note2 の適用が可能な場合

がある。建築材料分野の試験の多くは物理試験の範疇にあり，Note2 の適用が可能な試験方法がある

といえよう。その前提としては，上述したように，試験方法の修正もしくは方法の適用範囲の逸脱が

ないものでなければならない。JIS 製品認証のための製品試験は JIS の試験方法に忠実であることが

要求され，方法の修正若しくは逸脱は認められないことから，Note2 の適用の上記前提は満たされる

と考えられる。 

ASTM の試験方法には再現性のデータが示されているものがあり，これらのデータを測定の不確

かさとみなすことによって Note2 の適用を許している場合がある。JIS の多くの試験方法には，残念

ながら，再現性データが示されておらず，ASTM と同じ扱いはできない。しかし，多くの試験方法が

国際間で共通な手順を採用していることもあるので，条件を精査することにより，JIS にも ASTM の

再現性データを利用できる場合がある。それらはそれぞれの JIS 作成委員会で方法の共通事項を確認

することによって判断することが望ましい。なお，当委員会の調査研究範囲ではないが，JIS におい

ても測定の不確かさの情報が試験方法に組み込まれることが望ましいであろう。 

A2LA18)（付属資料２）と NATA10)（付属資料３）では，Note2 が適用できる建築材料試験方法の

リストを公表している，これらはわが国においても Note2 の適用の参考となりうるであろう。その根

拠には再現性データを用いたかどうか分からないが，結果をみると多くの試験方法は Note2 が適用で

きるカテゴリーに分類されている。 
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第 3 章 ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 の適用検証実験 
 

3.1 検証実験の目的 

JIS 試験方法における ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 の適用は，「不確かさの主要な要因に限界を設

け」，「試験結果の表現形式を規定している」場合に認められるが，これらの要件が無関係であっては

ならない。すなわち，不確かさの主要な要因に限界を設けることによって，結果が有効桁で期待され

るばらつきの範囲の中にあることが Note2 適用の条件である。 

上述したように，Note2 の適用の可否は，個々の JIS 作成委員会において方法の妥当性の検討資料

を基に決定することが望ましいが，どの程度の検証を行えばよいかを示す例として行った実験を本章

では述べる。それらの検証は測定の不確かさを推定することに他ならないが，試験条件の限界が測定

の不確かさに寄与する割合に注目され，それを基に限界値の妥当性を検証することになる。また，明

示された試験条件以外の要因が測定の不確かさに寄与する割合を調べることも実験の目的である。 

 

 

3.2  JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」 

(1) 試験の概要 

JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」の試験手順は以下の通りである。 

① 供試体直径の測定 

供試体高さの中央で，互いに直交する 2 方向の供試体の直径を，測長器で測定し 0.1mm まで

読み取る。 

② 装置の準備 

所定の圧縮試験機，上下の加圧面及び球面座を準備する。 

③ 供試体のセット 

所定の養生を終えた直後の供試体を，供試体直径の 1％以内の誤差で，その中心軸が加圧板

の中心と一致するように置き，規定の載荷方法で載荷する。 

④ 載荷開始 

供試体に衝撃を与えないように一様な速度（圧縮応力度の増加が毎秒 0.6±0.4N/mm2）で荷

重を加える。 

⑤ 試験終了 

供試体が破壊するまでに圧縮試験機が示す最大荷重を有効数字 3 けたまで読み取る。 

⑥ 圧縮強度の算出 

①及び④の測定結果から圧縮強度を算出し，JIS Z 8401 によって有効数字 3 けたに丸める。 

なお，圧縮強度は下式(1)によって算出する。 

 

2

2








=
d

Pfc

π

  (1) 

 

ここに， fc：圧縮強度(Ｎ/mm2) 
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P：供試体が破壊するまでに示す最大荷重(Ｎ) 

d：供試体の直径(mm) 

d=(d1+d2)/2 

d1,d2：供試体の 2 方向の直径(mm) 

 

(2) 特性要因 

JIS A 1108 において要求されている各種試験条件は表 3.2.1 の通りである。 

 

表 3.2.1  JIS A 1108 において要求されている各種試験条件 

分類 項目 条件 

直径 ≦0.5% 

高さ ≦5% 

載荷面の平面度 ≦直径の 0.05% 

供試体の形状寸法に関する

条件 

載荷面と母線のなす角度 90±0.5° 

圧縮試験機 JIS B 7733 6. に規定する 1 等級以上 

上下の加圧板の平面度 ≦0.02mm／100mm 

球面座 ≧加圧板の回転角が 3° 

測定機器に関する条件 

ノギス 0.1mm まで測定できる 

中心軸とのずれ ≦供試体直径の 1％ 

荷重速度 毎秒 0.6±0.4N/mm2 

試験実施 養生直後 

最大荷重の読み 有効数字 3 けた 

試験条件 

直径の読み 小数点以下 1 けた 

結果の表示 圧縮強度 有効数字 3 けた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1 特性要因図 

圧縮強度 fc

最大荷重 P 

供試体の直径 d 

校正 
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中心軸とのずれ（偏置）

載荷速度

供試体の高さ h

繰返し

読み 

校正 

供試体の平面度，直角度

試験機

供試体の試験前条件（乾燥、温度 etc）
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(3) 実験概要 

1) 供試体の概要 

供試体の概要を表 3.2.2 に示す。 

表 3.2.2 供試体の概要 

項目 内容 

使 用 材 料      

① セメント…住友大阪セメント㈱，宇部三菱セメント㈱および太平洋セメント㈱

製普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄを等量混合したもの（密度 3.13g/cm3）． 
② 細 骨 材…和歌山県紀ノ川産川砂（表乾密度 2.62g/cm3，吸水率 1.21％）． 
③ 粗 骨 材    …大阪府高槻産砕石 2005（表乾密度 2.70g/cm3，吸水率 0.40％）． 
④ 混 和 剤    …高性能 AE 減水剤（㈱エヌエムビー製，商品名：レオビルド SP8SLV）

⑤  水  …上水道水 

種 類      水セメント比が 50.9%のコンクリート 1 種類． 
コンクリートの実施調合およびフレッシュ性状を表 3.2.3 に示す． 

練 混 ぜ 

「JIS A 1138 試験室におけるコンクリートの作り方」に準拠し，容量 50L の強制

練り水平二軸形ミキサを用いて，50L／ﾊﾞｯﾁを 2 バッチ，同一日に練混ぜた． 
なお，練混ぜ手順は以下の通りである． 
細骨材の半分，セメント，細骨材の半分投入 → 15 秒間攪拌 → 練混ぜ水投入

→ 30 秒間撹拌 → かき落とし → 粗骨材投入 → 90 秒間撹拌 → 練混ぜ終了 

形状・寸法 
および数量 

φ100×200mm の円柱体。各バッチ 25 体，計 50 体． 
なお，各バッチ 25 体のうち，バッチ間のばらつきの確認用としてそれぞれのバ

ッチから 5 体ずつ同一条件下で試験を実施した． 

養 生 成形後 24 時間以内に脱型し，試験実施直前（材齢 91 日）まで水温 20±1℃の養

生水槽内で標準養生を行った． 

端面仕上げ 供試体端面は上下面とも研磨によって仕上げた． 

 

表 3.2.3 コンクリートの実施調合およびフレッシュ性状 

実 施 調 合 

水セメント比 W/C (％) 50.9 

細骨材率 s/a (％) 46.1 

水 W 170 

セメント C 334 

細骨材 S* 819 
単 位 量
(kg/m3) 

粗骨材 G* 987 

高性能 AE 減水剤 (kg/m3) 1.670 

フ レ ッ シ ュ 性 状 

スランプ(cm) 18.0 

空気量(％) 4.5 

単位容積質量(kg/m3) 2315 

コンクリート温度(℃) 22.6 

註)＊骨材は表面乾燥飽水状態時の質量で示す． 
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2) 実験の内容 

表 3.2.2 に示す供試体を用いて，以下に示す①～⑤の実験を行った。 

 

① 供試体の直径の測定 

1 体の共通の供試体について，3 人の測定者が繰り返して 10 回の寸法測定（直径）を行った。

なお，測定条件は次のとおりとした。 

・測定器：最小表示量 0.01mm のノギス 

 

② バッチ間のばらつき 

各バッチから任意に選んだ 5 体の供試体について，1 人の測定者が当該 JIS の条件内で圧縮強度

の測定を行い，バッチ間の有意差の有無の確認を行った。なお，載荷速度は毎秒 0.6N/mm2（当該

JIS の条件の中央値）とした。 

 

③ 圧縮強度の測定 

一方のバッチから任意に選んだ 10 体の供試体について，1 人の測定者が当該 JIS の条件内で圧

縮強度の測定を行った。なお，載荷速度は毎秒 0.6N/mm2（当該 JIS の条件の中央値）とした。 

 

④ 供試体偏置（中心軸とのずれ）による影響 

供試体の中心軸と加圧板の中心のずれの影響を確認するため，当該 JIS の条件であるずれ量 1mm

以内に対し，ずれ量がその範囲内にある場合と，さらにずれ量 1mm とした場合の 2 条件で圧縮強

度の測定を行った。なお，同一バッチから任意に選んだ 10 体の供試体を 1 人の測定者が載荷速度

毎秒 0.6N/mm2（当該 JIS の条件の中央値）のもとで試験を実施した。 

 

⑤ 載荷速度による影響 

載荷速度の影響を確認するため，当該 JIS 条件（毎秒 0.6±0.4N/mm2）の中央値である載荷速度

毎秒 0.6N/mm2 に対し，許容範囲を上回る条件で試験を行った（供試体数は 10）。なお，設定した

載荷速度は次のとおりである。 

 

 A．毎秒 0.6N/mm2 

 B．毎秒 0.1N/mm2 

 C．毎秒 2.0N/mm2 

 

(4) 実験結果 

1) 供試体の直径の測定結果 

1 体の試験体について供試体直径の繰返し測定を行った結果を表 3.2.4 に示す。測定値の F 値（分

散比）は 1.730 で，有意水準 5%で F 境界値 3.354 より小さく，測定者による差は認められない。 
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表 3.2.4 供試体の直径の測定結果（単位；mm） 

No. 測定者 A 測定者 B 測定者 C 

1 100.26 100.11 100.23 
2 100.14 100.20 100.14 
3 100.20 100.15 100.16 
4 100.17 100.20 100.14 
5 100.15 100.20 100.22 
6 100.21 100.22 100.18 
7 100.20 100.11 100.23 
8 100.21 100.11 100.21 
9 100.16 100.16 100.14 

10 100.21 100.12 100.14 

平均値 100.19 100.16 100.18 
最大値 100.26 100.22 100.23 
最小値 100.14 100.11 100.14 
標準偏差 0.036 0.044 0.040 

 

2) バッチ間のばらつき 

各バッチから任意に選んだ 5 体の供試体について圧縮強度の測定を行った結果を表 3.2.5 に示す。

測定値の F 値（分散比）は 0.0363 で，有意水準 5%で F 境界値 5.318 より小さく，バッチ間の有意

差は認められなかったため，次節以降では，バッチ間のばらつきは考慮する必要がないものとして

検討する。 

 

表 3.2.5 各バッチの圧縮強度（単位；N/mm2） 

No. バッチ A バッチ B 

1 49.32 48.63 
2 48.12 48.70 
3 49.04 48.50 
4 49.68 46.83 
5 47.84 50.67 

平均値 48.80 48.67 
最大値 49.68 50.67 
最小値 47.84 46.83 
標準偏差 0.79 1.36 
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3) 圧縮強度の測定結果 

強度を求めるのは，いわゆる破壊試験であるので，試験体のばらつきを含む。圧縮強度の測定

結果を表 3.2.6 に示す。圧縮強度の変動係数は 2.37%であった。 

 

表 3.2.6 圧縮強度の結果（単位；N/mm2） 

No. 圧縮強度 

1 49.60 
2 48.30 
3 51.34 
4 50.39 
5 50.60 
6 49.53 
7 49.78 
8 52.41 
9 51.11 

10 49.22 
平均値 50.23 
最大値 52.41 
最小値 48.30 
標準偏差 1.19 
変動係数 2.37% 

 

ここで，変動係数は測定量の総相対標準不確かさを表す。包含係数を k=2 とすると，圧縮強度

の相対拡張不確かさは U=4.74%である。今，測定値が平均値に等しいとすると，結果は有効数字 3

桁で表示し，拡張不確かさを結果の桁に合わせて示すと， 

σm = 50.2 N/mm2±2.4 N/mm2, k=2  ，またはσm = 50.2 N/mm2±4.7%, k=2 

となり，有効数字の最小桁より大きい測定の不確かさをもつことが分かる。また，当該 JIS 試験

方法は製品の JIS 規格「JIS A 5308 レディーミクストコンクリート」において，受入検査項目の 1

つとして活用される方法でもある。同 JIS によると，検査基準は，個々の供試体に対する基準と供

試体 3 体の平均値に対する基準があるが，平均値についての拡張不確かさ 2.4/√3 N/mm2 において

も有効数字の最小桁より大きい測定の不確かさをもつことになる。 

 

4) 供試体偏置（中心軸とのずれ）による影響 

当該 JIS では，供試体直径の 1％以内の誤差で，その中心軸が加圧板の中心と一致するようにセ

ットすることとしている。すなわち，今回使用した供試体の直径は 100mm であるため，ずれの量

の許容範囲は 1mm 以内となる。ここでは，供試体の加圧板の中心からのずれの影響を確認するた

めに，JIS 範囲内のずれ量のときと，さらに 1mm ずらしたときの 2 条件について試験を実施した。

その結果を表 3.2.7 に示す。 
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表 3.2.7 供試体偏置（中心軸とのずれ）による影響（単位；N/mm2） 

No. 当該 JIS 範囲内のずれ量 
（ずれ量≦1mm） 

当該 JIS 範囲外のずれ量 
（1mm＜ずれ量≦2mm） 

1 49.60 50.70 
2 48.30 50.39 
3 51.34 50.65 
4 50.39 50.78 
5 50.60 50.34 
6 49.53 50.42 
7 49.78 49.07 
8 52.41 48.15 
9 51.11 48.23 

10 49.22 50.32 
平均値 50.23 49.91 
最大値 52.41 50.78 
最小値 48.30 48.15 
標準偏差 1.19 1.02 

 

結果をもとに F 検定を行うと，圧縮強度の F 値（分散比）は 0.424 で，有意水準 5%で F 境界値

4.414 より小さく，供試体偏置（中心軸とのずれ）による影響は見られないという結論が確認でき

た。 

 

5) 載荷速度による影響 

載荷速度の影響を確認するため，当該 JIS 条件（毎秒 0.6±0.4N/mm2）の中央値である載荷速度

毎秒 0.6N/mm2 に対し，許容範囲を上回る条件（毎秒 0.1N/mm2 および毎秒 2.0N/mm2）で試験を実

施した。その結果を表 3.2.8 に示す。 

 

表 3.2.8 載荷速度による影響（単位；N/mm2） 

No. 毎秒 0.6N/mm2 毎秒 0.1N/mm2 毎秒 2.0N/mm2 
1 49.60 45.86 49.07 
2 48.30 46.69 50.19 
3 51.34 45.35 51.13 
4 50.39 47.16 51.01 
5 50.60 45.98 51.03 
6 49.53 46.44 50.88 
7 49.78 47.25 51.11 
8 52.41 45.34 50.04 
9 51.11 46.38 51.75 

10 49.22 46.85 51.54 

平均値 50.23 46.33 50.78 
最大値 52.41 47.25 51.75 
最小値 48.30 45.34 49.07 
標準偏差 1.19 0.69 0.80 

 

結果をもとに F 検定を行うと，圧縮強度の F 値（分散比）は 69.93 で，有意水準 5%で F 境界値
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3.354 より大きくなり，載荷速度による有意差が認められた。さらに詳細に検討すると，載荷速度

毎秒 0.6N/mm2 と毎秒 2.0N/mm2 を因子として結果を F 検定すると，圧縮強度の F 値（分散比）は

1.460 で，有意水準 5%で F 境界値 4.414 より小さくなったが，毎秒 0.6N/mm2 と毎秒 0.1N/mm2 にお

ける結果の場合，圧縮強度の F 値（分散比）は 80.49 で，有意水準 5%で F 境界値 4.414 より大き

くなった。すなわち，当該 JIS の中央値毎秒 0.6N/mm2 に対し，載荷速度が大きい場合には有意差

が認められなかったが，小さい場合（ただし，JIS 許容範囲外）には有意差が見られた。 

 

(5)まとめ 

JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」に基づく測定の不確かさを実験により求め，Note2

適用の可否を検討した。その結果，圧縮強度の測定で推定される拡張不確かさは有効数字の最小桁よ

りも大きく，Note2 の適用ができないという結論を得た。 

また，供試体直径の測定の測定者による影響や供試体の中心軸とのずれによる影響は，今回の実験

の範囲内では特に認められなかった。ただし，載荷速度については，当該 JIS の許容範囲の中心値毎

秒 0.6 N/mm2 よりも小さい場合には，載荷速度による影響が認められた。測定の不確かさを実験によ

り求める場合，当該 JIS の許容の下限値毎秒 0.2 N/mm2 における傾向を確認することが重要である。

これは，いわゆる系統的効果であるので，同要素の影響を除去あるいは補正することが望ましい。 

一般的なコンクリートの圧縮強度を求める試験方法としては載荷速度を毎秒 0.6 N/mm2～2.0 

N/mm2 とし，小さい載荷速度での試験方法と分離することを提案する。ただし，低速度での載荷の

影響は，速度をパラメータとしたさらに詳細な検討が必要である。 
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3.3 JIS A 1110「粗骨材の密度・吸水率試験方法」 

 

(1) 試験方法の概要 

当該の試験方法は，主に，生コンクリートに使用する粗骨材の基本的な品質特性である密度およ

び吸水率を，粗骨材の水中および気中質量に基づいて求めるものである。試験手順の概要，測定機

器の精度等の規定ならびに用語の定義を以下に示す。 

1) 試験方法の手順 

【1 日目】 

① 代表的な粗骨材試料から，呼び寸法 4.75mm 網ふるいに留まる粗骨材を，四分法によって，

ほぼ所定量となるまで縮分する。 

② 普通骨材の１回に使用する粗骨材の試料の所定量は，粗

骨材の最大寸法(mm)の 100 倍をグラム表示した量を最

小質量とする。 

③ 試料を水で十分に洗って，粒の表面についているごみ，

その他を取り除く（写真 3.3.1）。 

④ 試料を金網かごに入れ，水中で振動を与え，粒子間の付

着空気を排除した後，20±5℃の水中で 24 時間吸水さ

せる（写真 3.3.2）。 

写真 3.3.1 試験試料の水洗いの状況 

【2 日目】 

⑤ 20±5℃の水中で，試料の見掛けの質量（m2）と水温をはかる

（写真 3.3.3）。 

⑥ 金網かごと試料を水中から取り出し，水切り後，試料は吸水

性の布の上にあける。 

金網かごは水中に戻し，その質量（m3）をはかる。 

⑦ 試料を吸水性の布の上で転がして，目で見える水膜をぬぐい

去り，質量（m1）をはかる。 

⑧ 試料を乾燥機（105±5℃）に入れ，乾燥を開始する。 
 

写真 3.3.2 水中に浸漬(水温 20℃) 
【3 日目】 

⑨ 105±5℃で一定質量となるまで乾燥し，室温まで冷やし，

その質量(m4)をはかる。 

⑩ 試験結果の計算 

表乾密度：Ds＝（m１×ρw）／（m1－(m2－m3)） 

絶乾密度：Dd＝（m4×ρw）／（m1－(m2－m3)） 

吸水率：Q＝（m1－m4）／m4×100 

ここで， 

m1: 試験試料の表乾質量（g） 写真 3.3.3 試料の水中質量の測定
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m2:試験試料とかごの水中の見掛けの質量（g） 

m3: 水中のかごの見掛けの質量（g） 

m4: 試験試料の絶乾質量（g） 

ρw: 試験温度における水の密度（g/cm3） 

なお，密度および吸水率の試験は，同時に採取した試料について繰返し測定を 2 回行った。 

 

2) 測定機器の精度等の規定 

① はかり：試料質量の 0.02％以下の目量又は感度をもつもの 

② 金網かご：目開き 3mm 以下の金網製で，直径約 200mm，高さ約 200mm のもの 

③ 吸水性の布：乾燥した柔らかいもの 

④ 乾燥機：排気口のあるもので，105±5℃に保持できるもの 

 

3) 用語の定義（JIS A 0203「コンクリート用語」より） 

① 骨材：モルタル又はコンクリートをつくるために，セメント及び水と練り混ぜる砂，砂利，

砕砂，スラグ骨材，その他これらに類似の材料 

② 粗骨材：5mm 網ふるいに質量で 85％以上とどまる骨材 

③ 絶対乾燥状態（絶乾状態）：骨材を 100～110℃の温度で定質量となるまで乾燥し，骨材粒の

内部に含まれている自由水が取り去られた状態。 

④ 表面乾燥飽水状態（表乾状態）：骨材の表面水がなく，骨材粒の内部の空げきがすべて水で満

たされている状態。 

⑤ 粗骨材の最大寸法：質量で 90％以上が通るふるいのうち，最小寸法のふるいの呼び寸法で示

される粗骨材の寸法 

⑥ 絶乾密度：骨材の絶乾状態の質量を絶対容積で除した値。 

⑦ 表乾密度：骨材の絶乾状態の質量を絶対容積で除した値。 

 

4) 不確かさの要因 

当実験で取り上げた不確かさの要因を，①タイプＡ評価要因，②タイプＢ評価要因および③評

価しない不確かさ要因に分類し，以下に示す。 

① タイプＡ評価要因 

・サブサンプリング（試料の採取，ふるい分け，縮分，洗浄）が測定値に及ぼす要因 

・水中での試料と金網かごの見かけの質量（m2）測定作業が，測定値に及ぼす要因 

・水中での金網かごの見かけの質量（m3）測定作業が，測定値に及ぼす要因 

・試料の表面乾燥飽水状態の質量（m1）測定作業が，測定値に及ぼす要因 

・試料の絶対乾燥状態の質量（m4）測定作業が，測定値に及ぼす要因 

② タイプＢ評価要因 

・重さ測定時の試験環境（温度，気圧）が，測定値に及ばす要因 

・重さ測定器の精度（目量，校正）が，測定値に及ばす要因 

③ 評価しない不確かさ要因 

・水中浸漬の時間とその水温度履歴による試料の吸水状態の違いが，測定値に及ぼす要因 
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理由：JIS の規定で，水温は 20 ℃±5 ℃，浸漬時間は 24 時間と決められている。 

(2) 実験概要 

① 実験に使用した骨材試料の種類 

試料は下記に示す川砂利，石灰石および砕石の 3 種類とした。 

・川砂利（2505 相当，天然岩，絶乾密度 2.7 g/cm3 程度，吸水率 1.0 ％程度） 

・石灰石（砕石 2005，石灰岩，絶乾密度 2.7 g/cm3 程度，吸水率 0.2 ％程度） 

・砕石（砕石 2005，砂岩，絶乾密度 2.7 g/cm3 程度，吸水率 0.5 ％程度） 

粗骨材試料それぞれの約 30kg を，呼び寸法 4.75mm 網ふるいでふるって，これに留まる粗骨材

を四分法によって 10 分割し，実験試料とした。 

② 実験の手順 

全ての実験試料について，試験員 3 名がそれぞれ 2 回の繰り返し試験を実施注）した。 

注）：試験試料の品質は，試験の実施によって大きく変化しないものと考えて，同じ試験試料を繰り返し

使用した。総試験数は，試料 3 種類×試験数 10 回×3 名×繰返し 2 回＝180 回となる。 

③ 不確かさの評価 

得られた実験結果をもとに分散分析によって不確かさを評価した。それらの詳細を表 3.3.2.1～表

3.3.10.2 に示す。 

 

(3)まとめ 

実験結果から求めた不確かさを表 3.3.1 に示す。 

 

表 3.3.1 実験結果から求めた測定の不確かさ 

平均値
合成標準
不確かさ

拡　　張
不確かさ

平均値
合成標準
不確かさ

拡　　張
不確かさ

平均値
合成標準
不確かさ

拡　　張
不確かさ

川砂利 0.98 0.0653 0.13 2.72 0.0050 0.01 2.69 0.0051 0.01

石灰石 0.18 0.0152 0.03 2.71 0.0038 0.01 2.71 0.0040 0.01

砕 石 0.50 0.0378 0.08 2.70 0.0033 0.01 2.69 0.0037 0.01

吸水率　（％） 表乾密度　（g/cm3） 絶乾密度　（g/cm3）
粗 骨 材
の 種 類

 
 

JIS Z 8401 によって，粗骨材の密度および吸水率の試験結果は小数点以下 2 桁に丸めることと規定

されている。密度試験結果の拡張不確かさは，実験に用いた 3 種類の粗骨材いずれも 0.01g/cm3で，

有効数字の桁数程度の不確かさと評価された。吸水率試験結果の拡張不確かさは，実験に用いた粗骨

材の種類によって 0.03～0.13％と大きく異なったが，これをそれぞれの結果の平均値で除した相対拡

張不確かさで示すと 0.13～0.17％のほぼ一定の比率となる。このことから，吸水率が概ね 0.3%を上

回る粗骨材では，吸水率の有効数字の桁数を拡張不確かさが上回った。 

したがって，現行の JIS 試験方法では，密度については Note2 を適用できるが，吸水率については

Note2 を適用できない。その場合，推定された測定の不確かさに関する表明が必要となる。 
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表 3.3.2.1 川砂利の吸水率試験結果 

       (単位：％) 

A 
測定者 A 測定者Ｂ 測定者Ｃ 川砂利 

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
  Ｎｏ．１ 0.958  0.893  0.937  0.978  1.005  0.925  
  Ｎｏ．２ 0.940  1.006  0.971  1.053  1.099  1.050  
  Ｎｏ．３ 0.992  0.971  0.952  1.023  1.085  1.003  
  Ｎｏ．４ 0.984  0.990  0.970  1.035  1.049  1.086  
  Ｎｏ．５ 0.977  0.976  1.000  1.052  1.086  1.012  
  Ｎｏ．６ 0.964  0.960  0.964  1.039  1.081  0.996  
  Ｎｏ．７ 0.959  0.942  0.997  0.970  1.092  1.014  
  Ｎｏ．８ 0.961  0.883  0.957  0.899  0.988  0.942  
  Ｎｏ．９ 0.953  0.840  0.867  0.918  0.960  0.890  

B 

  Ｎｏ．１０ 0.966  0.897  0.935  0.924  1.008  0.955  
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 57.7830 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 57.5828 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.2001 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0449 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0910 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0086 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0556 
        
 表 3.3.2.2 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0449 2 0.02245    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0910 9 0.01011    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0086 18 0.00048    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0556 30 0.00185    σe
2 

 計 T 0.2001  59     
        
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0321  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB= 0.0371  σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0431  σe2=Ve   
 uc= 0.0653   uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
        
       合成標準不確かさ 0.0653  

        
       拡張不確かさ 0.13 
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表 3.3.3.1 石灰石の吸水率試験結果 

       (単位：％) 

A 
測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ 石灰石 

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
Ｎｏ．１ 0.202  0.179  0.174  0.193  0.184  0.175  
Ｎｏ．２ 0.167  0.144  0.172  0.163  0.163  0.149  
Ｎｏ．３ 0.182  0.154  0.191  0.164  0.173  0.168  
Ｎｏ．４ 0.171  0.176  0.166  0.189  0.185  0.167  
Ｎｏ．５ 0.174  0.174  0.183  0.202  0.169  0.146  
Ｎｏ．６ 0.182  0.178  0.164  0.169  0.174  0.164  
Ｎｏ．７ 0.173  0.173  0.191  0.191  0.169  0.146  
Ｎｏ．８ 0.189  0.175  0.194  0.222  0.165  0.156  
Ｎｏ．９ 0.171  0.189  0.199  0.171  0.185  0.199  

B 

Ｎｏ．１０ 0.169  0.174  0.201  0.183  0.165  0.184  
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 1.8735 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 1.8600 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.0135 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0022 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0032 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0036 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0044 
        
 表 3.3.3.2 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0022 2 0.00112    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0032 9 0.00036    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0036 18 0.00020    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0044 30 0.00015    σe
2 

 計 T 0.0135  59     
        
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0070  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB= 0.0060  σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0121  σe2=Ve   
 uc= 0.0152   uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
        
       合成標準不確かさ 0.0152  

        
       拡張不確かさ 0.03 
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表 3.3.4.1 砕石の吸水率試験結果 

       (単位：％) 

A 
測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ 砕石 

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
Ｎｏ．１ 0.479  0.484  0.609  0.528  0.512  0.564  
Ｎｏ．２ 0.496  0.505  0.514  0.532  0.492  0.514  
Ｎｏ．３ 0.482  0.465  0.609  0.485  0.532  0.506  
Ｎｏ．４ 0.441  0.424  0.464  0.469  0.450  0.500  
Ｎｏ．５ 0.482  0.501  0.507  0.522  0.470  0.503  
Ｎｏ．６ 0.514  0.462  0.497  0.503  0.444  0.508  
Ｎｏ．７ 0.532  0.480  0.497  0.499  0.467  0.521  
Ｎｏ．８ 0.534  0.438  0.473  0.505  0.491  0.509  
Ｎｏ．９ 0.540  0.468  0.509  0.519  0.500  0.523  

B 

Ｎｏ．１０ 0.535  0.469  0.487  0.524  0.488  0.542  
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 15.0908 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 15.0190 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.0718 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0069 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0195 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0112 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0342 
        
 表 3.3.4.2 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0069 2 0.00343    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0195 9 0.00217    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0112 18 0.00062    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0342 30 0.00114    σe
2 

 計 T 0.0718  59     
        
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0107  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB= 0.0131  σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0338  σe2=Ve   
 uc= 0.0378   uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
        
       合成標準不確かさ 0.0378  

        
       拡張不確かさ 0.08 
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表 3.3.5.1 川砂利の表乾密度試験結果 

       (単位：ｇ／cm3) 

A 

測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ 川砂利 

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
Ｎｏ．１ 2.724 2.725 2.724 2.723 2.729 2.726 
Ｎｏ．２ 2.713 2.713 2.712 2.711 2.717 2.713 
Ｎｏ．３ 2.71 2.717 2.715 2.715 2.721 2.718 
Ｎｏ．４ 2.714 2.722 2.721 2.721 2.727 2.723 
Ｎｏ．５ 2.716 2.718 2.716 2.717 2.722 2.720 
Ｎｏ．６ 2.724 2.717 2.716 2.716 2.721 2.718 
Ｎｏ．７ 2.727 2.726 2.726 2.725 2.730 2.728 
Ｎｏ．８ 2.724 2.722 2.723 2.720 2.726 2.723 
Ｎｏ．９ 2.719 2.719 2.716 2.717 2.722 2.719 

B 

Ｎｏ．１０ 2.718 2.721 2.720 2.718 2.723 2.720 
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 443.9434 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 443.9421 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.0013 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0002 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0009 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0001 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0001 
        
 表 3.3.5.3 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0002 2 0.00008    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0009 9 0.00010    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0001 18 0.00000    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0001 30 0.00000    σe
2 

 計 T 0.0013  59     
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0019  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB= 0.0041  σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0022  σe2=Ve   
 uc= 0.0050  uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
    合成標準不確かさ 0.0050   
    拡張不確かさ 0.01   
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表 3.3.6.1 石灰石の表乾密度試験結果 

       (単位：ｇ／cm3) 

A 
測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ 石灰石 

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
Ｎｏ．１ 2.710 2.709 2.708 2.707 2.709 2.720 
Ｎｏ．２ 2.712 2.708 2.708 2.707 2.708 2.719 
Ｎｏ．３ 2.714 2.710 2.708 2.709 2.709 2.713 
Ｎｏ．４ 2.712 2.708 2.708 2.704 2.707 2.715 
Ｎｏ．５ 2.714 2.710 2.708 2.708 2.709 2.714 
Ｎｏ．６ 2.713 2.707 2.709 2.706 2.707 2.713 
Ｎｏ．７ 2.712 2.711 2.707 2.706 2.707 2.713 
Ｎｏ．８ 2.713 2.710 2.707 2.704 2.708 2.712 
Ｎｏ．９ 2.713 2.710 2.707 2.708 2.708 2.712 

B 

Ｎｏ．１０ 2.711 2.711 2.708 2.708 2.709 2.712 
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 440.5761 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 440.5755 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.0006 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0002 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0000 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0001 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0003 
        
 表 3.3.6.2 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0002 2 0.00010    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0000 9 0.00000    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0001 18 0.00000    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0003 30 0.00001    σe
2 

 計 T 0.0006  59     
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0021  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB=   σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0032  σe2=Ve   
 uc= 0.0038  uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
    合成標準不確かさ 0.0038   
    拡張不確かさ 0.01   
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表 3.3.7.1 砕石の表乾密度試験結果 

       (単位：ｇ／cm3) 

A 
測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ 砕石 

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
Ｎｏ．１ 2.703 2.704 2.700 2.701 2.704 2.702 
Ｎｏ．２ 2.701 2.701 2.702 2.698 2.703 2.696 
Ｎｏ．３ 2.700 2.701 2.696 2.699 2.698 2.703 
Ｎｏ．４ 2.702 2.700 2.700 2.699 2.702 2.700 
Ｎｏ．５ 2.706 2.705 2.705 2.702 2.708 2.704 
Ｎｏ．６ 2.709 2.707 2.703 2.704 2.709 2.710 
Ｎｏ．７ 2.704 2.704 2.701 2.701 2.705 2.701 
Ｎｏ．８ 2.702 2.701 2.698 2.698 2.699 2.699 
Ｎｏ．９ 2.703 2.702 2.700 2.699 2.703 2.702 

B 

Ｎｏ．１０ 2.704 2.703 2.701 2.699 2.705 2.702 
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 438.0666 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 438.0661 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.0005 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0001 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0003 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0000 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0001 
        
 表 3.3.7.2 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0001 2 0.00005    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0003 9 0.00004    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0000 18 0.00000    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0001 30 0.00000    σe
2 

 計 T 0.0005  59     
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0015  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB= 0.0023  σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0017  σe2=Ve   
 uc= 0.0033  uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
    合成標準不確かさ 0.0033   
    拡張不確かさ 0.01   
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表 3.3.8.1 川砂利の絶乾密度試験結果 

       (単位：ｇ／cm3) 

A 

測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ 川砂利 

１回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
Ｎｏ．１ 2.698 2.701 2.698 2.697 2.702 2.701 
Ｎｏ．２ 2.688 2.686 2.686 2.683 2.687 2.685 
Ｎｏ．３ 2.683 2.691 2.690 2.688 2.692 2.691 
Ｎｏ．４ 2.688 2.696 2.695 2.693 2.699 2.694 
Ｎｏ．５ 2.690 2.692 2.689 2.688 2.693 2.693 
Ｎｏ．６ 2.698 2.691 2.691 2.688 2.692 2.691 
Ｎｏ．７ 2.701 2.701 2.699 2.698 2.701 2.700 
Ｎｏ．８ 2.698 2.699 2.697 2.696 2.699 2.697 
Ｎｏ．９ 2.693 2.696 2.692 2.692 2.696 2.695 

B 

Ｎｏ．１０ 2.692 2.696 2.695 2.693 2.696 2.695 
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 435.3787 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 435.3773 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.0014 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0001 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0011 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0001 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0001 
        
 表 3.3.8.2 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0001 2 0.00003    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0011 9 0.00012    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0001 18 0.00000    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0001 30 0.00000    σe
2 

 計 T 0.0014  59     
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0012  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB= 0.0044  σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0022  σe2=Ve   
 uc= 0.0051  uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
    合成標準不確かさ 0.0051   
    拡張不確かさ 0.01   
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表 3.3.9.1 石灰石の絶乾密度試験結果 

       (単位：ｇ／cm3) 

A 
測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ 石灰石 

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
Ｎｏ．１ 2.704 2.704 2.703 2.702 2.704 2.715 
Ｎｏ．２ 2.708 2.704 2.703 2.703 2.704 2.715 
Ｎｏ．３ 2.709 2.705 2.702 2.704 2.704 2.708 
Ｎｏ．４ 2.707 2.703 2.703 2.699 2.702 2.710 
Ｎｏ．５ 2.709 2.705 2.703 2.703 2.705 2.710 
Ｎｏ．６ 2.708 2.702 2.704 2.702 2.702 2.709 
Ｎｏ．７ 2.707 2.706 2.702 2.701 2.703 2.709 
Ｎｏ．８ 2.708 2.705 2.702 2.698 2.704 2.708 
Ｎｏ．９ 2.709 2.705 2.702 2.704 2.703 2.706 

B 

Ｎｏ．１０ 2.707 2.706 2.702 2.703 2.705 2.707 
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 439.0167 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 439.0161 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.0006 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0002 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0000 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0001 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0003 
        
 表 3.3.9.2 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0002 2 0.00011    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0000 9 0.00000    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0001 18 0.00000    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0003 30 0.00001    σe
2 

 計 T 0.0006  59     
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0023  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB=   σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0033  σe2=Ve   
 uc= 0.0040  uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
    合成標準不確かさ 0.0040   
    拡張不確かさ 0.01   
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表 3.3.10.1 砕石の絶乾密度試験結果 

       (単位：ｇ／cm3) 

A 
測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ 砕石 

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 1 回目 2 回目 
Ｎｏ．１ 2.690 2.691 2.683 2.686 2.691 2.687 
Ｎｏ．２ 2.688 2.687 2.688 2.684 2.690 2.682 
Ｎｏ．３ 2.687 2.688 2.680 2.686 2.684 2.689 
Ｎｏ．４ 2.690 2.689 2.688 2.686 2.690 2.687 
Ｎｏ．５ 2.693 2.691 2.691 2.688 2.695 2.691 
Ｎｏ．６ 2.695 2.694 2.690 2.690 2.697 2.696 
Ｎｏ．７ 2.690 2.691 2.688 2.687 2.693 2.687 
Ｎｏ．８ 2.688 2.689 2.685 2.684 2.686 2.685 
Ｎｏ．９ 2.689 2.690 2.686 2.685 2.689 2.688 

B 

Ｎｏ．１０ 2.690 2.690 2.688 2.685 2.692 2.687 
        
 二元配置の繰返し有の分散分析結果     
 因子 A：a 水準(測定者) B：b 水準(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 繰返し：n 回(2 回)   
 データ：Xijk(i=3 , j=10 , k=2)     
        
 S=∑i∑j∑kXijk

2    S= 433.7041 

 CF=(∑i∑j∑kXijk)2／abn   CF= 433.7034 

 ST=S－CF  自由度 fT=abn－1 ST= 0.0007 

 SA=∑i(∑j∑kXijk)2／bn－CF 自由度 fA=a－1 SA= 0.0001 

 SB=∑j(∑i∑kXijk)2／an－CF 自由度 fB=b－1 SB= 0.0003 

 SAB=∑i∑j(∑kXijk)2／n－CF-SA-SB 自由度 fAB=(a－1)(b－1) SAB= 0.0000 

 Se=ST－SA－SB－SAB 自由度 fe=ab(n－1) Se= 0.0001 
        
 表 3.3.10.2 分散分析表 

 要因 平方和 Si 自由度 分散 Vi 分散の期待値 

 測定者 A 0.0001 2 0.00007    σe
2+20σA

2 

 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ B 0.0003 9 0.00004    σe
2+6σB

2 

 交互作用 A×B 0.0000 18 0.00000    σe
2+2σA×B

2 

 誤差 e 0.0001 30 0.00000    σe
2 

 計 T 0.0007  59     
        
 標準不確かさの計算      
 uA= 0.0018  σA

2=(VA－Ve)／20   
 uB= 0.0023  σB

2=(VB－Ve)／6   
 ue= 0.0022  σe2=Ve   
 uc= 0.0037  uc2=σA

2+σB
2+σe2   

        
    合成標準不確かさ 0.0037   
    拡張不確かさ 0.01   
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3.4 JIS A 1325「建築材料の線膨張率測定方法」 

(1) 試験の概要 

1) 試験手順 

・ 試料 

① 形状は長さ方向の両端を平行かつ平滑に仕上げた角柱又は円柱とする。その長さは約

100 ㎜，一辺又は直径は 20～50 ㎜程度とする。 

② 個数は３個とする。 

③ 測定前の養生は 20±5℃，50±10％RH 又は材料の実際の使用状態を考慮した条件の恒

温恒湿室内に 24 時間以上静置する。 

 

・ 試験装置 

試験装置は変位計，温度計，試料ホルダー及び温度調節槽から構成され，その概要を図 3.4.1

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.1 線膨張率測定装置概要 

 

・ 試験手順 

① 試料の長さを測定する。 

② 試料中心部に熱電対を埋め込む。埋め込めない場合は試料表面に接着する。 

③ 温度調節槽内に置いた試料ホルダーの中央に試料を鉛直に静置する。 

④ 押棒と変位計を試料上面に垂直に取り付ける。 

⑤ 温度調節槽を試料の表面と内部とに温度差が生じさせない加熱速度で昇温させる。原則

として約 1℃/min とする（熱容量の大きい材料では約 0.5℃/min）。 

⑥ 試料の温度と長さ変化量を測定し，試料ホルダーおよび押棒の熱膨張の影響を補正する。 

 

2) 用語の定義 

変位計

温度調節槽

試料

温度計

試料ホルダー

押棒
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・ 長さ変化率：材料の温度を変化させたとき，その温度範囲での材料の長さ変化量と初期の長

さとの比。 

・ 線膨張率：材料の温度変化と長さ変化との関係が直線で表されるとき，その範囲の長さ変化

率を温度変化で除した値又は直線の勾配を初期の長さで除した値。 

・ 平均線膨張率：材料の温度変化と長さ変化の関係が直線で表せない場合の，ある温度間にお

ける長さ変化率をその温度差で除した値。 

 

(2) JIS の要求精度から見積もられる不確かさの評価 

1) JIS で要求されている測定精度及び結果の表示 

・ 初期の試料の長さ：0.5mm 

・ 試料の長さ変化量：5μm（0.005mm） 

・ 温度：±0.5％ 

・ 線膨張率又は平均線膨張率の結果の表示：有効数字２けた 

 

2) 数式モデル 

θ∆
∆

=
･

α
0L

L
 

ここに， α：線膨張率又は平均線膨張率（K-1） 

ΔＬ：Δθにおける試料の長さ変化量（mm） 

Ｌ0 ：初期の試料の長さ（mm） 

Δθ：温度変化量（K） 

 

3) 特性要因図 

線膨張率試験における測定の不確かさの要因を図 3.4.2 に示す。ただし，長さ変化量及び温度

測定では自動計測により測定者の違いによるばらつきは発生しない。測定者の違いによるばらつ

きが最も大きく現れると考えられるのは試験体の設置作業である。 

図 3.4.2 線膨張率測定の不確かさの特性要因図 

校正
読取り

繰り返し 

校正

読取り
繰り返し 

環境条件 

校正

繰り返し 

試料の平滑度
昇温速度 

長さ変化量 

読取り

試料の設置

含水率 

養生

測定者

測定者

試料寸法

温度測定 

初期長さ測定 

線膨張率 
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4) 不確かさの見積もり 

線膨張率の相対合成不確かさは次式で表される。 

( ) 222

0

0 )()()(








θ∆
θ∆









∆
∆








 u
L
Lu

L
Luu

＋＋＝
α

α  

線膨張率試験での各成分の測定範囲を下記に示す。 

・ 初期の試料の長さ（L0）＝100 ㎜ 

・ 試料の長さ変化量（ΔL）＝0.040～0.080 ㎜ 

ここに，代表的な建築材料の線膨張率（α）の範囲＝10～20×10-6 

初期の試料の長さ（L0）＝100mm 

温度変化量（Δθ）＝40K 

・ 温度変化量（Δθ）＝40K 。JIS 規格の中では温度変化量に対する規定はなく，一般的な

建築材料では常温から 70～80℃までの間での温度変化量で測定されることが多い

ため，今回の不確かさ算出には温度変化量（Δθ）＝40K を用いた。 

試験条件から推定される相対不確かさを表 3.4.１に示す。 
 

表 3.4.1 JIS で要求される測定精度と不確かさの推定 

成分 測定精度（％） 分布形 相対不確かさ（％） 

初期の試料の長さ（L0） 0.5 一様 uL0/L0＝0.289 

試料の長さ変化量（ΔL） 6.25～12.5 一様 uΔL/ΔL＝3.61～7.22 

温度変化量（Δθ） 0.5 一様 uΔθ/Δθ＝0.289 
 

したがって，JIS の要求精度から見積もられる相対合成不確かさは， 

( ) ％～＝＋～＋＝ 7.233.640.2897.223.610.289)( 222

α
αu  である。 

以上は，各成分の測定が独立とした場合であるが，試料の長さ変化量と温度の変化量は正の相

関をもつ。この場合，2 つの成分の相関係数は線膨張係数の倍数であることから，測定量の実験

標準偏差で測定の不確かさを評価することが望ましい。 

 

5) 測定結果の表示の整合性 

JIS では結果を「有効数字 2 けたで示す」と表記されているが，これは相対拡張不確かさが±5％

であることを意味しており，これを包含係数 k=2 で除して相対合成不確かさにすると±2.5％と

なる。この数値は上記の JIS の要求精度から見積もられた相対合成不確かさ（3.64～7.23％）よ

り小さく，測定の条件と結果の表記の整合が取れているとはいえない。なお，表 3.4.1 の JIS で

要求される測定精度での不確かさの見積もりでも明らかなように，不確かさに影響する成分は試

料の長さ変化量（ΔL）が支配的になっている。 

以上のことから，不確かさを小さくするためには，試料の長さ変化量の測定精度を上げること

が最も効果的である。当試験所の測定装置の場合は次の測定精度で測定が可能であり，それから

見積もられる相対不確かさを評価すると表 3.4.2 になる。 

・ 初期の試料の長さ：±0.1mm；ノギスにより 0.1 ㎜まで測定可能 
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・ 試料の長さ変化量：±1μm（0.001mm）；高精度変位計により測定可能 

・ 温度測定：±0.5％ 

表 3.4.2 当所の測定装置での不確かさの見積もり 

成分 測定精度（％） 分布形 相対不確かさ（％） 

初期の試料の長さ（L0） 0.1 一様 uL0/L0＝0.0577 

試料の長さ変化量（ΔL） 1.25～2.50 一様 uΔL/ΔL＝0.722～1.44 

温度変化量（Δθ） 0.5 一様 uΔθ/Δθ＝0.289 

 

したがって，現状の測定装置で対応可能な測定精度から見積もられる相対合成不確かさは， 

( ) ％～＝＋～＋＝
α

1.470.7800.2891.440.7220.0577)( 222αu  

となり，JIS の結果の算出における相対合成不確かさ（±2.5％）以内に収まる。 

 

(3) 実験概要 

不確かさに最も寄与すると思われる試料の長さ変化量の測定及び試料の設置作業を含めた繰り返

し測定のばらつきを検証実験により評価した。ここでは，材質が均質であると考えられる１本のアル

ミニウムを 15 回繰り返し測定した場合と，試料間のばらつき（寸法，均質性，平滑度）の影響も含

めた 15 体のモルタルについて測定した。なお，試料の温度変化量は約 40K（約 20～60℃）とした。 

 

表 3.4.3 実験用試料 

試料 形状寸法（㎜） 線膨張率（×10-6K-1） 

アルミニウム φ15×L100 約 23 

モルタル φ50×L100 約 13 

 

(4) 実験結果 

アルミニウム及びモルタルにおける 15 回の繰り返し測定結果を表 3.4.5 及び表 3.4.6 に示し，

それぞれの測定データをまとめて表 3.4.4 に示す。 

 

表 3.4.4 繰り返し測定による不確かさの算出結果 
試料 線膨張率 

（×10-6K-1） 
実験標準偏差 
（×10-6K-1） 

相対標準不確かさ

（％） 
アルミニウム 22.98 0.396 1.72 

モルタル 12.79 0.496 3.88 

 

(5) まとめ 

JIS A 1325「建築材料の線膨張率測定方法」において，JIS の要求精度から見積もられる測定の不確

かさは，ISO/IEC17025 5.4.6.2, Note2 の要件に適合していないと言える。ただし，より高い精度をも

つ当試験所の測定装置で検証実験を行った場合，アルミニウムについては有効数字の桁数より小さい

不確かさが推定されたが，モルタルについては結果の有効数字より大きい不確かさが観察された。そ
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れらは測定精度から推定される不確かさの 2～2.5 倍の値を示していることから，偶然効果や材料の

ばらつきを含んでいると思われる。 

 

表 3.4.5 アルミニウムの繰り返し測定結果（同一サンプルによる） 
初期長さ 初期温度 上昇温度 温度変化 長さ変化 平均線膨張率

Ｌ0 θ1 θ2 Δθ ΔＬ α

（㎜） （℃） （℃） （℃） （㎜） （×10
-6
Ｋ

-1
）

1 20.4  60.2  39.8  0.0895 22.49   

2 20.3  60.3  40.0  0.0905 22.63   

3 20.2  60.4  40.2  0.0915 22.76   

4 20.2  60.1  39.9  0.0920 23.06   

5 20.1  60.5  40.4  0.0900 22.28   

6 20.5  60.2  39.7  0.0900 22.67   

7 20.3  60.4  40.1  0.0940 23.44   

8 20.1  60.1  40.0  0.0910 22.75   

9 20.3  60.1  39.8  0.0930 23.37   

10 20.3  60.4  40.1  0.0925 23.07   

11 19.8  60.3  40.5  0.0925 22.84   

12 20.3  60.3  40.0  0.0930 23.25   

13 20.1  60.3  40.2  0.0930 23.13   

14 20.2  60.3  40.1  0.0930 23.19   

15 20.2  60.4  40.2  0.0955 23.76   

平均 － － － － － 22.98   

標準偏差 － － － － － 0.396  

100.0  

回数

 
 

 

表 3.4.6 モルタルの繰り返し測定結果（異なるサンプルによる） 
初期長さ 初期温度 上昇温度 温度変化 長さ変化 平均線膨張率

Ｌ0 θ1 θ2 Δθ ΔＬ α

（㎜） （℃） （℃） （℃） （㎜） （×10
-6
Ｋ

-1
）

1 101.3  20.1  60.5  40.4  0.0515 12.58   

2 96.9  20.0  60.1  40.1  0.0525 13.51   

3 100.4  20.0  60.2  40.2  0.0535 13.26   

4 99.2  20.3  60.4  40.1  0.0555 13.95   

5 99.0  20.0  60.1  40.1  0.0550 13.85   

6 99.7  20.0  60.4  40.4  0.0535 13.28   

7 98.0  20.4  60.6  40.2  0.0530 13.45   

8 98.5  20.3  60.8  40.5  0.0545 13.66   

9 100.7  20.3  60.6  40.3  0.0505 12.44   

10 97.9  20.1  60.3  40.2  0.0510 12.96   

11 101.2  20.4  60.1  39.7  0.0530 13.19   

12 101.5  20.2  60.1  39.9  0.0515 12.72   

13 101.2  20.0  60.2  40.2  0.0505 12.41   

14 94.7  20.3  60.2  39.9  0.0480 12.70   

15 97.1  20.2  60.2  40.0  0.0510 13.13   

平均 － － － － － 12.79   

標準偏差 － － － － － 0.496  

回数
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3.5 JIS K 7113「プラスチックの引張試験方法」 

(1) 試験の概要 

JIS K 7113 では、試験片の形状寸法として、１号形～４号形までの４種類が定められている。これ

らの試験片を用い、定められた方法で寸法測定を行った後、引張試験を実施する。試験で求めた最大

荷重や降伏時荷重を、測定した寸法より算出した断面積で除して、引張強さや引張降伏強さ等の応力

を求める。また、試験片の中央平行部に設けた標線間距離を測定し、降伏時や破壊時の伸び量を求め

ることとなっている(写真 3.5.1)。 

 
写真 3.5.1 引張試験状況 

応力及び伸びの算出式を以下に示す。 

m
m A

F
=σ  

100
0
×

∆
=

L
LEb  

 
 

(2) 特性要因 

試験規格において要求される事項とその内容を表 3.5.1 に示す。 

 

    表 3.5.1 規格要求事項とその内容 

要求事項 要求内容 

試験片の状態調

節、試験温度及び

湿度 

 試験片は、原則として温度 23±2℃、相対湿度 50±5％において、48
時間以上状態調節する。また試験は、原則として温度 23±2℃、相対

湿度 50±5％の室内で行う。 

試験機 

荷重指示計：試験中のすべての荷重を、時間経過に従って記録できる

ものとし、設定した試験速度において荷重値の±１％またはそれ以上

の精度で指示できること。 
伸び計：試験中の標線間距離の変化のすべてを、時間経過に従って記

録できるものとし、設定した試験速度において伸びを±１％またはそ

れ以上の精度で指示できること。 

寸法測定器 
マイクロメータ（幅及び厚さ測定）：JIS B 7052 に規定する外側マイ

クロメータ１級、またはこれと同等以上。 

載荷速度 
1mm/min～500mm/min の範囲で設定された 9 条件の中から選択する

（誤差は速度に応じて±10～50％）。 

ここで， 
σm：引張強さ(MPa) 
Eb：破断伸び(％) 
F：荷重(Ｎ) 
Am：試験前の最小断面積(mm2) 
L0：試験前の標線間距離(mm) 
ΔL：破断時の伸び量(mm) 
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図 3.5.1 荷重－伸び量曲線(例)

降伏時荷重

破断時伸び量降伏時伸び量

最大荷重

荷
重

(k
N
)

伸び量(mm)

要求事項 要求内容 

寸法測定 
幅及び厚さを標線間中央部１箇所と、それぞれの標線から 5mm 内側

の１箇所で、0.01mm まで測定し、平均断面積または最小断面積を算出

する。 
つかみ具への試

験片の取り付け 
 二つのつかみ具が試験機に取り付けてある点を結ぶ仮想線に、試験

片の長軸が一線になるように取り付ける。 
結果の報告 引張応力：有効数字３けた、 伸び：有効数字２けた 

    

(3) 実験概要 

 JIS K 7113 で定める１号形試験片（材質：ポリカーボネート、写真 3.5.2 参照）を用いて、以

下の①～④の実験を行った。 

 

写真 3.5.2  実験に用いた試験片 

 

   ①断面積測定 

     1 体の試験片について、3 人の測定者が繰り返して 10 回の寸法測定（幅及び厚さ）を行い、

最小断面積を算出した。なお、測定条件は次のとおりとした。 

      ・測 定 器：最小表示量 0.01mm のマイクロメータ 

・測定位置：試験片中央部と標線より約 5mm 内側の合計３箇所 

 

 

   ②荷重および伸び量の読み 

     10 体の試験片で得られた荷重－伸び量曲線(図 3.5.1 参照)から、

3 人の測定者が破断時の荷重および伸び量を測定し、応力および

伸びを算出した。なお、測定には最小表示量 0.01mm のノギスを

用いた。 

 

 

 

   ③つかみ具への試験片の取り付け 

     試験機の加力軸に対して、試験片の長軸をずらして引張試験を行った。なお、試験機の加

力軸と試験片長軸とのずれ量は次のとおりとした(図 3.5.2 参照)。 

 

 

 



 - 46 - 

ａ．軸を一致させた場合（ずれ量なし） 

      ｂ．軸を約 1°ずらした場合 

      ｃ．軸を約 2°ずらした場合 

 

 

 

 

   ④載荷速度 

     基準の載荷速度を 50mm/min とした場合について、載荷速度の許容範囲を上回る条件で試

験を行った。なお、設定した載荷速度は次のとおりとした。 

      ａ．基準（50mm/min） 

      ｂ．基準に対して-20％（40mm/min） 

      ｃ．基準に対して+20％（60mm/min） 

 

(4) 実験結果 

1）寸法測定 

1 体の試験体について寸法の繰返し測定を行った結果を表 3.5.2 と表 3.5.3 に示す。これらの結果は

検出限界による差が現れているのみで，測定者による有意な差は見られない。 

 

表 3.5.2 試験体の幅の測定結果（単位；mm） 
 測定者Ａ  測定者Ｂ 測定者Ｃ No. 

w1 w2 w3 w1 w2 w3 w1 w2 w3 
1 9.98  9.97  9.98  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  
2 9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  
3 9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  
4 9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  
5 9.97  9.97  9.97  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  
6 9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.98  
7 9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  
8 9.97  9.97  9.97  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  
9 9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  

10 9.97  9.97  9.97  9.97  9.97  9.98  9.97  9.97  9.97  
平均 9.971 9.97 9.977 9.97 9.97 9.98 9.97 9.97 9.971 

 

 

表 3.5.3 試験体の厚さの測定結果（単位；mm） 
 測定者Ａ  測定者Ｂ  測定者Ｃ No. 

t1 t2 t3 t1 t2 t3 t1 t2 t3 
1 2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.01  2.00  2.00  
2 2.01  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  
3 2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  
4 2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  
5 2.00  2.00  2.00  2.01  2.00  2.00  2.01  2.00  2.00  
6 2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  
7 2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.01  2.00  2.00  

試験機の加力軸

条件-ａ

試験片の長軸

条件-ｂ 条件-ｃ

１° ２°

図 3.5.2 試験片の取り付け角度
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8 2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  
9 2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  

10 2.00  2.01  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  2.00  
平均 2.001 2.001 2.00 2.001 2.00 2.00 2.003 2.00 2.00 

 

2）荷重および伸び量の読み 

応力を求めるのは，いわゆる破壊試験であるので，試験体のばらつきを含む。読み取った荷重から

求めた応力の算出結果を表3.5.4に示す。降伏時および破断時の応力のF値（分散比）はそれぞれ0.0148，

0.000387 で，有意水準 5%で F 境界値 3.354 より小さく，いずれも人による差は認められない。実験

標準偏差は降伏時の応力よりも破断時の応力の方が大きい。 

 

表 3.5.4 応力算出結果(単位；MPa) 
測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ No. 

降伏時 破断時 降伏時 破断時 降伏時 破断時

1 65.13 87.17 65.13 87.07 65.13 87.17 
2 65.30 82.25 65.40 82.25 65.30 82.25 
3 65.48 84.61 65.38 84.61 65.38 84.61 
4 65.55 82.67 65.45 82.67 65.55 82.67 
5 65.23 82.26 65.23 82.26 65.33 82.26 
6 64.98 78.71 65.08 78.71 64.98 78.71 
7 65.23 79.56 65.23 79.46 65.13 79.66 
8 65.39 74.87 65.39 74.87 65.39 74.97 
9 65.30 82.95 65.30 83.05 65.30 83.05 

10 65.40 81.04 65.30 81.04 65.40 81.04 
最大値 65.55 87.17 65.45 87.07 65.55 87.17 
最小値 64.98 74.87 65.08 74.87 64.98 74.97 
平均値 65.30 81.61 65.29 81.60 65.29 81.64 
標準偏差 0.17 3.37 0.12 3.36 0.16 3.34 

 

試験員の技能の差が結果に有意には現れなかったので，すべての試験結果を区別せずにまとめると，

表 3.5.5 になる。降伏応力の変動係数は 0.225%，破断応力の変動係数は 3.97%であった。ここで，変

動係数は測定量の総相対標準不確かさを表す。包含係数を k=2 とすると，相対拡張不確かさは降伏応

力については U=0.45%，破断応力については U=7.94%である。今，測定値が平均値に等しいとする

と，結果は有効数字 3 桁で表示し，拡張不確かさを結果の桁に合わせて示すと， 

σm（降伏）=65.3Mpa±0.3Mpa, k=2  ，またはσm（降伏）=65.3Mpa±0.45%, k=2 

σm（破断）=81.6Mpa±6.5Mpa, k=2  ，またはσm（降伏）=81.6Mpa±7.9%, k=2 

となり，有効数字の最小桁より大きい測定の不確かさをもつことが分かる。 

 

表 3.5.5 応力算出結果（n=30） 

 降伏時 破断時 

平均値 65.29 Mpa 81.62 Mpa 

標準偏差 0.147Mpa 3.24 Mpa 

変動係数 0.225 % 3.97 % 

読み取った伸び量から求めた伸びの算出結果を表 3.5.6 に示す。この測定は記録紙に記録された荷
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重－伸び量曲線から，3 人の試験員がそれぞれ試験体ごとに異なる結果を読み取ったものである。破

断時の伸びのばらつきは降伏時の伸びのばらつきより大きいことが分かる。降伏時および破断時の伸

びの F 値（分散比）はそれぞれ 2.386，0.00496 で，有意水準 5%で F 境界値 3.354 より小さく，いず

れも人による差は認められない。 

表 3.5.6 伸びの算出結果（単位；%） 
測定者Ａ 測定者Ｂ 測定者Ｃ No. 

降伏時 破断時 降伏時 破断時 降伏時 破断時

1 6.83 139.32 6.67 138.87 7.05 139.57
2 6.68 131.61 6.16 131.65 6.74 131.83
3 6.53 137.07 6.42 136.66 6.55 136.92
4 6.33 134.78 6.42 134.63 6.70 134.92
5 6.02 133.44 5.93 132.82 6.35 133.39
6 6.27 126.59 6.75 126.43 6.39 126.45
7 6.09 127.53 6.31 127.72 6.42 127.45
8 6.31 120.22 6.22 119.64 6.51 120.17
9 6.38 132.84 6.18 132.51 6.49 132.93

10 6.23 128.95 6.05 129.30 6.24 128.80
最大値 6.83 139.32 6.75 138.87 7.05 139.57
最小値 6.02 120.22 5.93 119.64 6.24 120.17
平均値 6.36 131.23 6.31 131.02 6.54 131.24

標準偏差 0.25 5.59 0.26 5.55 0.23 5.67 

 

試験員の技能の差が結果に有意には現れなかったので，すべての試験結果を区別せずにまとめると，

表 3.5.7 になる。伸びの測定結果を有効数字 2 桁で表し，包含係数を k=2 として示すと， 

Eb（降伏）=6.5 %±0.5 %, k=2 

Eb（破断）=130 %±10 %, k=2 

となり，有効数字の最小桁より大きい測定の不確かさをもつことが分かる。 

 

表 3.5.7 伸びの算出結果（n=30） 

 降伏時 破断時 

平均値 6.46 % 131.17 % 

標準偏差 0.260 % 5.406 % 

変動係数 0.0406 %% 0.0412 %% 

 

4) つかみ具への試験片の取り付けの影響 

試験片のセットは，JIS では試験片の軸が一直線上にあることとしている。ここでは，試験片が

傾いて試験機にセットされたときの影響を調べるために軸の傾き角度として 1°および 2°の変化

を与えた。その結果を表 3.5.8 に示す。その結果をもとに F 検定を行うと，引張強さおよび伸びの

F 値（分散比）はそれぞれ 0.183，0.206 で，有意水準 5%で F 境界値 3.354 より小さく，いずれも

試験片の取り付け角度の影響は見られない。したがって，ダンベル型の試験片は加力軸のずれにあ

まり影響されないという結論が導かれる。なお，傾き角度 1°は目視でも試験片が軸に対して傾い

ているのがはっきり分かり，訓練された試験員は傾き角度±0.5°以下に試験片をセットすると期

待できる。 
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表 3.5.8 つかみ具への試験片の取り付けの影響 

０° １° ２° No. 
σ(MPa) Eｂ(％) σ(MPa) Eｂ(％) σ(MPa) Eｂ(％) 

1 87.07  139.36 83.97 133.80 80.08 127.34 
2 82.25  131.71 80.28 126.83 78.74 125.94 
3 84.61  136.74 77.92 122.34 84.37 133.97 
4 82.67  134.92 83.37 132.72 86.80 137.39 
5 82.26  133.26 72.23 138.44 76.81 122.03 
6 78.61  126.25 80.48 128.98 76.72 122.84 
7 79.51  127.20 76.24 121.21 82.48 133.10 
8 74.92  119.73 85.62 136.10 76.54 121.90 
9 82.95  132.52 81.37 130.72 84.71 133.57 

10 80.99  128.58 84.20 133.95 85.18 135.82 
MAX 87.07  139.36 85.62 138.44 86.80 137.39 
MIN 74.92  119.73 72.23 121.21 76.54 121.90 
AVE 81.59  131.03 80.57 130.51 81.24 129.39 
STD 3.35  5.74 4.14 5.68 3.94 6.03 

 

5) 載荷速度の影響 

載荷速度の影響は通常行っている載荷速度の±20%の変化を与えて調べた。その実験結果を表 3.5.9

に示す。その結果をもとに F 検定を行うと，引張強さおよび伸びの F 値（分散比）はそれぞれ 0.388，

2.139 で，有意水準 5%で F 境界値 3.354 より小さく，いずれにも載荷速度の影響は見られないという

結論が確認できた。 

 

表 3.5.9 載荷速度による影響 
50mm/min(0%) 40mm/min(-20%) 60mm/min(+20%) No. 

σ(MPa) Eｂ(％) σ(MPa) Eｂ(％) σ(MPa) Eｂ(％) 
1 87.07  139.36 81.15 131.45 80.39 131.84 
2 82.25  131.71 78.00 125.80 79.35 129.89 
3 84.61  136.74 85.71 139.90 76.92 125.66 
4 82.67  134.92 77.05 121.92 73.34 119.85 
5 82.26  133.26 84.70 139.88 76.63 124.94 
6 78.61  126.25 83.08 135.17 79.48 130.70 
7 79.51  127.20 77.67 125.44 76.43 123.99 
8 74.92  119.73 84.40 135.12 82.11 133.51 
9 82.95  132.52 78.05 126.71 78.94 132.18 

10 80.99  128.58 72.60 116.32 80.46 133.21 
MAX 87.07  139.36 85.71 139.90 82.11 133.51 
MIN 74.92  119.73 72.60 116.32 73.34 119.85 
AVE 81.58  131.03 80.24 129.77 78.41 128.58 
STD 3.35  5.73 4.23 7.83 2.56 4.65 

 

(5)まとめ 

JIS K 7113「プラスチックの引張試験方法」に基づく測定の不確かさを実験により求め，Note2 適

用の可否を検討した。引張応力と伸びの測定で，推定される拡張不確かさは有効数字の最小桁よりも

大きく，Note2 の適用ができないという結論を得た。 
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3.6 第 3 章のまとめ 

3.6.1 ひとつの試験所で行う不確かさ評価の限界 

試験条件の制限が結果のばらつきに与える影響の大きさを確認するために実験を行った。一般に，

公的試験方法は不特定の試験所で試験が行われることが前提としてある。その場合，要員，設備，試

験環境などがそれぞれで異なり，試験所間で結果にばらつきが生じる。一方，ひとつの試験所内で繰

り返し測定を行っても結果にばらつきが生じる。これらのばらつきの評価は次の 3 種類に分類される
13)。 

・ 再現性（Reproducibility）；異なる測定条件（異なる試験所，同一サンプル，同一方法，異な

る装置，異なる材料，異なるスタッフ，異なる時刻）下でなされた同一測定量の測定結果間

の一致の程度で，例えば，試験所間比較結果から得られる。 

・ 繰返し性（Repeatability）；同一測定条件（同一試験所，同一サンプル，同一方法，同一計器，

同一材料，同一スタッフ，同一時刻など）下で行われた同一測定量のうまくいった測定結果

間の一致の程度。例えば，同一バッチ内の二回反復から得られる。 

・ 中間精度（Intermediate Precision）；異なる条件下であるが，ひとつの試験所内でなされた同

一測定量の測定結果間の一致の程度で，例えば，品質管理用のサンプルや時間経過によるマ

トリックス標準物質の繰り返し解析から得られる。（同一試験所，同一サンプル，同一方法，

異なる装置，異なる材料，異なるスタッフ，異なる時刻） 

このうち，ひとつの試験所で評価できるのは繰返し性と中間精度であるので，ある試験方法がも

つ測定の不確かさを評価するには不十分である。例えば，ある試験条件に精度 1%の力試験機を用い

ることが記載されていて，それによる効果を実験的に確認しようとしても，ひとつの試験所で用いる

ことのできる力試験機はひとつに限定されることが多いので，力試験機の違いによる結果のばらつき

は現れない。仮に，ある試験機が許容される範囲内の最大（又は最小）のかたよりをもつとしても，

繰返しデータの中にはかたよりによる効果は現れない。結果的には，ひとつの試験所で評価される測

定の不確かさは試験方法が許容する測定の不確かさより小さいことになる。したがって，試験方法が

もつ測定の不確かさをひとつの試験所内で充分に検証するのは困難である。 

 

3.6.2 破壊試験における不確かさ評価 

破壊試験における不確かさ評価は繰返し測定が行えないので，GUM に基づく評価と均質な試験

体を用いたばらつき評価の 2 つの方法がある。GUM に基づく評価は，成分ごとの標準不確かさを不

確かさの伝播則を用いて合成して得られる合成不確かさ（combined uncertainty）として得る。これに

対して，後者は成分ごとの推定値の合成ではなく，全体としての不確かさを総不確かさ（overall 

uncertainty）として実験から得る。両者の評価方法は GUM の方法をボトムアップ方式，総不確かさ

を得る方法をトップダウン方式と呼ぶことがある。 

破壊試験における総不確かさの評価では，できる限り均質なサンプルを選択したとしても個材の

ばらつきは残るので，一般に総不確かさは合成不確かさより大きい。また不確かさ成分間に相関があ

る場合，合成不確かさでは共分散を用いて評価しなければならないが，総不確かさでは既にその中に

相関効果は考慮されているとみなすことができる。どちらの方式を採用するかについては明確な基準

がなく，委員会でも考えの統一ができなかった。総不確かさにサンプルのばらつきの効果が含まれる

ことについては，実際の製品ではそれ以上にばらつきが大きいと想定されるので，できる限り均質な
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サンプルで得られた総不確かさをその試験方法における測定の不確かさとして良いという前提があ

る。なお，諸外国では，建築材料分野における測定の不確かさ評価には GUM を採用している例が多

い。 

 

3.6.3 調査研究 WGの成果 

建築材料分野における 4 つの試験方法について測定の不確かさを評価し，Note2 の適用の可否を

調査した。3.6.1 で述べたように，ひとつの試験所で試験方法の条件および結果の表現の妥当性を検

討するには限界があり，また 3.6.2 で述べたように，破壊試験における測定の不確かさ評価の扱いに

ついても充分明確にされたとはいえない。しかし，当 WG の調査結果からも Note2 の適用の可否は

ある程度判断できたと思われる。 

個々の JIS 原案作成委員会では，試験方法を決定するときに種々の実験データを基に方法の妥当

性を検討しているはずであるので，それらのデータを活用することにより，比較的容易に Note2 適用

の可否を破断することができると思われる。その際，当 WG の検討方法が参考になるであろう。 
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第 4 章 ISO/IEC 17025, 5.4.6.2, Note2 の適用条件 
 

4.1 Note2 の適用の前提 

第 2 章で述べたように，Note2 は，原則としてケース・バイ・ケースだが，条件が満たされれば適

用が可能である。広く認められている JIS の試験方法においては，その条件は不確かさの主要な要因

の値に制限を設けていること，および結果の表現が有効数字で表されていることである。しかし，単

純に試験方法に測定の条件と有効数字が記載されていれば，Note2 の適用が許されるわけではない。

化学試験分野や微生物試験分野では Note2 の適用は認められないことが多い。これは試験員の技能レ

ベルが試験結果に影響し，それは試験方法に記述できないことによると思われる。物理試験分野では

比較的多くの試験方法に Note2 の適用を認めている場合があるが，化学試験や微生物試験と同様に，

試験員の技能レベルが強く影響する試験方法では Note2 の適用には慎重であるべきであろう。 

近年の計測技術の進歩に伴って，多くの物理試験では，試験員の技能レベルによって結果が影響さ

れない状況が整いつつある。アナログ表示器の読みによる誤差はデジタル表示器の量子化誤差に代わ

り，試験員が値を読み取る能力は結果にほとんど影響しない。またコンピュータの導入によって，試

験員の技能レベルによる結果のばらつきはさらに小さくなっている。例えばボタンを押すだけの計測

では試験員の技能レベルの差は結果に現れないであろう。試験員によって結果が左右されるのは，試

験方法としては好ましくないのである。しかし，計測技術が進歩しても試験員の技能レベルが結果に

まったく影響しないわけではない。試験体の前処理や試験機へのセットによって異なる結果が得られ

る場合があることに注意しなければならない。つまり試験結果が試験員の技能レベルに影響されない

ためには，測定手順が明確であり，充分なトレーニングを積んだ試験員によって試験がなされること

が前提にあることは言うまでもない。例えば，円柱の直径を測定するためのノギスをデジタル表示付

きノギスに代えても、円柱の軸に直角にノギスを当てなければ正確な値は得られず，試験員の技能レ

ベルが結果に影響する。試験員の技能レベルが何に影響するかに注目して，技能レベルの影響を判断

する必要がある。 

多くの試験方法では決定される際に方法の妥当性が検討されているはずであるから，Note2 の適用

の可否を判断するには，妥当性確認に用いられたデータを再確認すればよい。それは個々の JIS 原案

作成委員会が行うことが適切であろう。ASTM 試験法では，試験方法の中に Precision と Bias につい

ての記述があり，JIS もこれに倣ってこれらのデータを整備することもひとつの良い方法である。た

だし，それらのデータの蓄積には多くの時間と労力を要するであろう。 

委員会では，JIS 試験方法は充分な検討がなされて作られているという考えと検討が不十分である

という考えの両方があり，意見の統一を見なかった。分野によってそれぞれ異なる事情があり，いず

れも正しいのであろう。しかし，両者が混在しているのなら，試験の信頼性を確保するために識別が

必要である。JIS の本文または解説に測定の不確かさを示し，有効数字が有意であることを記述する

のが望ましい。 

試験は製品の性能を特定するために行われる。したがって，その期待される性能の工学的な意味が

明確であれば，結果の有効数字の桁数は必要以上に多くはないはずである。特に建築材料分野では，

試験結果をそのまま設計に用いられることは少ない。設計ではその建築材料を用いた施工のばらつき

や経年変化などを考慮した安全率で除して試験結果を用いることが少なくはないのである。その場合，

測定の不確かさに比べてマージンが充分大きいので，実用上，有効数字の桁数を多くする意味はない
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といえる。しかしそのことは測定の不確かさを不要とするものではない。重要なのは有効数字の最小

桁よりも測定の不確かさが小さいことが保証されることである。 

多くの JIS は ISO 規格と整合を取ろうとしている。ISO 規格は測定の不確かさが記述されているも

のも制定されているので，完全に整合している場合は測定の不確かさも引用できると思われる。ただ

し，JIS で独自に精度に関係する部分を変更した場合には，それによる最終の精度を再確認する必要

があることは言うまでもない。実際，多くの JIS で精度に関係する部分を変更しているが，精度の検

証までなされ，その結果が記述されているものは少ない。 

 

4.2 有効数字の解釈 

有効数字についての扱いを J.R. Taylor の文献 19)から引用する。Taylor は，相対不確かさと有効数字

とが密接な関連があるとしている。ある量の有効数字の桁数はその量の相対不確かさ（fractional 

uncertainty）の大体の大きさを示している。数学者が扱う場合，例えば有効数字 2 桁で表した x=21

の意味は 21±0.5 を意味しているが，実験科学者にとっては，数値は計測器から読み取った数値であ

ることが多く，21±0.5 であったり，21±1 または 21±5 であったりする。無難な定義として，有効

数字が N 桁のある数値がもつ不確かさは N 番目の桁でほぼ 1 であるとしている。 

相対不確かさで表した場合の有効桁数はさらにおおざっぱなものになる。例えば，有効数字が 2

桁の s=10 とは， 

s=10±1 つまり 10±10% 

のことであるが，極端な例として，t=99（同様に，有効数字は 2 桁）というのは， 

t=99±1 つまり 99±1% 

を意味している。有効数字が 2 桁といっても相対不確かさは，最大の桁の数字によって 1%から 10%

までの広がりをもつ。有効数字と相対不確かさの間のこのような大まかな対応関係は，次の表のよう

にまとめることができる。 

 

対応する相対不確かさの値 
有効数字の桁数 

値のとりうる幅 概略 

1 10%と 100%の間 50% 

2 1%と 10%の間 5% 

3 0.1%と 1%の間 0.5% 

 

Taylor は計測器からの値の読みを想定して，N 桁の有効数字の不確かさは N 番目の桁でほぼ 1 であ

るとしたが，測定量の値を利用する場合には，他に指示がなければ，N 桁の有効数字の不確かさは N

番目の桁の 0.5 と理解するのが普通であろう。その場合，上の表の中の数字はそれぞれ半分になる。

つまり，結果が有効数字 2 桁で表示すると決められている場合，その測定量は最大で 5%のばらつき

が許容されていると解釈できる。したがって，有効数字 2 桁で表示するように決められた試験方法は，

測定条件の制限によって，値のばらつきが 5%以内にあることが，Note2 の適用条件となる。この場

合，上表の有効数字の桁数に対応する相対不確かさの「概略の値」を「許容される最大の値」と読み

替えれば良い。 
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4.3 有効数字の決定 

一般に，結果の有効数字は測定の不確かさに合わせて決定されるべきである。これに関して，

APLAC では「結果は測定の不確かさと一致する有効数字に丸めるべきである」としており，Cook17)

は「有効桁の決定は測定の不確かさの評価後にのみ客観的になすことが可能である」と述べている。 

しかし，多くの試験方法では測定の不確かさが求められていないのであるから，測定の不確かさに

合わせて結果の有効数字が決められていないのは明らかである（測定の不確かさが求まっているのな

ら，それを記載すればすべて解決する）。一般に，試験（特に建築材料分野の試験）では，結果の実

用性または経験から有効数字が決定されていることが多いと思われる。 

 

4.4 Note2 適用の必要条件 

Note2 が適用できる必要条件（十分条件ではない）は次のようにして確認することができる。試験

における測定の不確かさの主要な要因の制限が相対値で表され（又は表すことができ），結果の有効

桁が規定されている場合，測定量の相対合成不確かさを成分の相対標準不確かさの合成で表す。これ

は GUM の方法で，多くの試験方法に適用できる。 

今，測定量の推定値 y が n 個の成分の推定値 x1,x2,…xn を用いて式(1)で表され， 

 

y=cx1
p1x2

p2…xn
pn --------------------------------------------------------------------- (1) 

 

指数 pi は正または負の数であることが分かっており，不確かさ因子が相関を持たない場合，相対合

成分散は式(2)で表される。 
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相対拡張不確かさ U(y)/y は相対合成標準不確かさ uc(y)/y を用いて式(3)で表される。 

 

U(y)/y =k・uc(y)/y----------------------------------------------------------------------(3) 

 

ここで，k は包含係数である。信頼の水準約 95%を考え，ここでは k=2 とする。 

有効数字により期待される信頼限界γ（有効数字の桁数 2 の場合 5%）と相対拡張不確かさを比較

することにより，式(4)を満たすとき Note2 の適用が可能となる。 

 

γ≧U(y)/y-------------------------------------------------------------------------------(4) 

 

ただし，この条件の適用は主要な不確かさの要因が明らかにされていなければならない。通常，公的

試験方法では，不特定の試験所において試験がなされることを前提としているので，試験法の開発の

段階でその方法の妥当性確認が行われ，主要な不確かさの要因を明らかにし，適切な制限を設けてい

ることが期待される。つまり，多くの試験法では，記載された条件の制限だけから式(4)を用いて Note2

適用の可否が判断できるであろう。もし試験員の技能レベルなど条件として試験法に記載されにくい
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要因があれば，それは試験所においても承知されているはずであるから，APLAC 文書で述べられて

いるように，「試験所は測定の不確かさを見積もらなければならない」。 

 

例：節 3.5 の「プラスチックの引張試験方法」の引張強さにおける Note2 適用の判断 

この試験では，測定量は次式で定義される。 

wt
F

A
F
==σ  

ここで，σは引張り強さ，F は引張荷重，A は試験前の最小断面積で，幅 w と厚さ t の積で表され

る。代表的な測定値は， 

σ=65.3 Mpa 

F=1300 N 

w=9.97 mm 

t=2.00 mm 

である。 

相対合成標準不確かさは式(2)より， 

222 )()()()(




+



+



=

t
tu

w
wu

F
Fuuc

σ
σ

 

で表される。 

・ u(F)/F は，試験機の精度として「荷重値の±1%またはそれ以上の精度」と決められている

ことから，±1%を限界値とする矩形分布を仮定し， 

u(F)/F=1/ 3 =0.577 (%) 
・ 寸法測定は，「JIS B 7052 に規定する外側マイクロメータによって 0.01mm まで測定する」と

決められていることから，±0.01mm を限界値とする矩形分布を仮定し，幅と厚さの代表的

な測定値を用いて，相対標準不確かさを求める。 

u(w)/w=0.01/ 3 /9.97=0.0579 (%) 

u(t)/t=0.01/ 3 /2.00=0.289 (%) 
これらの成分の相対標準不確かさを合成して，引張強度の相対合成標準不確かさは， 

648.0289.00579.0577.0
)( 222 =++=

σ
σcu

 (%) 

が求まる。包含係数 k=2 として，引張強度の相対拡張不確かさは， 

296.1648.02)(
=×=

σ
σU  (%) 

となる。これに対し，結果の有効数字 3 桁で期待される相対信頼限界は 0.5%であるので，式(4)を満

たさない。 

相対合成分散は成分の相対分散の自乗和で表されるので，この例では成分のうち最大の相対不確か

さだけに注目しても式(4)を満たしていないのは明らかである。これにより，さらに簡単な Note2 の

適用条件を示す。不確かさの最大成分 xjの条件の限界値 ajが， 
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kx
a

j

j γ
<

3/
-----------------------------------------------------------------------------(5) 

を満足しなければ式(4)を満たさないことから，包含係数を k=2 として， 

・有効数字 1 桁： 3
2

50
<

j

j

x
a

＝43.3 (%) 

・有効数字 2 桁： 3
2
5

<
j

j

x
a

＝4.33 (%) 

・有効数字 3 桁： 3
2
5.0

<
j

j

x
a

＝0.433 (%) 

の条件を満たさないときには，少なくとも Note2 が適用できない。上の例では，試験機の精度が 1%

＞0.433%であることから，相対不確かさが有効数字 3 桁で期待される信頼限界を越えており，それ

だけで Note2 が適用できないことが分かる。 

 

4.5 Note2 適用の段階的検証について 

試験所認定および製品認証が進む現状では，Note2 の適用の可否を明確に示すべきである。節 4.4

では Note2 適用の必要条件を示した。式(4)，式(5)を満たさない条件は Note2 が適用できないという

意味では，背理法として利用できる。これらを利用して早急に Note2 の適用を公表する必要があるが，

これらは測定の不確かさ評価としては不十分である。そこで，次の 2 段階で，試験法の整備を行う必

要があると思われる。 

第 1 段階として，式(4)，式(5)の条件を満足する試験法を暫定的に Note2 の適用を可とする。適用

できない場合，個々の試験所で測定の不確かさを見積もる必要がある。Note2 が適用できる試験法に

変更する場合は，試験条件を厳しくするか，（実用上可能であれば）有効数字の桁数を少なくする方

法がある。 

第 2 段階としては，JIS 作成委員会が試験法の妥当性確認に用いたデータを検証し，充分な精度デ

ータを示すことが望まれる。当委員会では，特に破壊試験の場合において，資料の破壊プロセスの不

安定さに付随する不確かさ成分が測定の数学モデルに基づく積み上げだけでは評価が難しいという

問題が指摘された。これを補うためには，ASTM のように再現性データを示す必要があると思われる。 
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付属資料１ 

 

A2LA試験所における測定の不確かさ評価の方針 

March 8, 2004 

 

財団法人 日本建築総合試験所 西村 訳 

 

序文 

測定の不確かさの概念は試験所および依頼者にとって比較的新しいことは知られている。そこで，

A2LA は，新しい試験所にこれらの要求を合理的な方法で導くべく，ISO/IEC 17025 における測定の

不確かさの要求事項を実行する実際的なアプローチを採用している。この方針は 2004 年 4 月 30 日以

降 A2LA の本部で申請を受け取った試験所および A2LA の認定の更新を行おうとしているすべての

試験所に適用できる。 

以下に示したカテゴリー（Ⅰ～V）に合う方法の例を含んだ追加の要求事項がこの方針の別冊にあり，

それは A2LA ウェブサイトの別の文書としてある。審査員は，認定の試験所の範囲について測定の

不確かさカテゴリーを決定するとき，その別冊に提供されている情報を使わなければならない。 

また A2LA は特別の試験カテゴリーにおける測定の不確かさ評価を決定するためのガイダンスを含

む分野別文書を提供している。つまり，生活科学，（自動車）材料，建設材料および電磁互換品につ

いてである。これらの文書は A2LA の技術支援委員会によって開発され審査されている。これらの

ガイダンス文書で提供されている情報は A2LA のウェブサイト（www.a2la.org）に示している。追加

の外部ガイダンス文書へのリンクも含まれている。われわれのウェブサイトをたびたびチェックする

ことを勧める。というのはさらなる追加ガイダンス文書が集められた情報として示されることになる

であろうから。 

A2LA は試験所の提案する認定範囲に特定された試験について次の測定の不確かさカテゴリー（Ⅰ～

V）を定義している。 

Ⅰ. 定性的あるいは半定量的試験。それらでは測定の不確かさバジェットは要求されない。 

II. 測定の不確かさの主要な要因の値に限界を設け，計算された結果の表現形式を特定している広く

認められた試験方法。この場合，試験所は，その試験方法と報告の指示に従うことによってこの

項目を満足すると考えられる。 

III. 公的またはコンセンサスのある方法に基づく化学，環境，あるいは微生物の試験方法（例えば，

FDA, EPA, AOAC, ASTM, APHA/AWWA）で，測定の不確かさが方法で定義されていないもの。

これらのタイプの試験では，不確かさ評価は要求され，適切で公表されたガイダンス文書を用い

て決定することができる。当該文書には，ISO 測定の不確かさ表現ガイド，CITAC ガイド１，ISO 

1575 などがある。また，偶然誤差に比べて不確かさの重要な要因をもたない試験方法があるかも

しれず，この場合，その偶然誤差の決定（通常 ISO/IEC 17025, 5.9 節）は不確かさ評価の要求を

満足している。 
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IV. 不確かさの主要な成分の特定と測定の不確かさの合理的な評価を必要とする試験方法。 

V. すべての不確かさ成分の特定と ISO「測定の不確かさ表現ガイド」に述べられているものを含む

公表された方法に従って計算された詳細な測定の不確かさバジェットを必要とする試験方法。 

試験所が開発した方法は ISO/IEC 17025, 5.4.5.2 節の妥当性確認を要求する。この妥当性確認の一部と

して，測定成分の有意性，または標準試験法からの測定成分の修正の有意性は，その試験所が開発し

た方法について適切な測定の不確かさカテゴリーが特定できるように考慮されなければならない。 

不確かさが仕様限界への適合性（ISO/IEC 17025, 5.10.3.1 c）に影響するかどうかを決定するために不

確かさが評価されなければならないことに注意されたい。カテゴリーⅢ，Ⅳ，Ⅴはこれらのタイプの

方法に適用される。 

 

手順 

1) 応募する試験所の初期審査の予定を決定し，文書審査の一部として，審査員は認定範囲を審査し，

上述のカテゴリーⅢ，Ⅳ，Ⅴに従った不確かさ評価を要求する試験方法を決定する。 

2) 次に審査員は，これらの試験方法からひとつのサンプリングを選び，これらの方法における測定

の不確かさの評価を審査のときに提供するように試験所に伝える。その範囲の大きさ，および全

範囲にわたるカテゴリーⅢ，Ⅳ，Ⅴの分布はサンプルを選ぶときに考慮されるであろう。技術審

査員は，測定の不確かさバジェットの開発において特別な考慮や課題がある場合に，それらの試

験方法もよく理解し，サンプリングにそれらをうまく含めるであろう。同様に，与えられたカテ

ゴリーについて同様の試験方法は同じバジェットを共有する場合がある。審査員は妥当な試験の

15%について測定の不確かさバジェットが審査の前に作られていることを要求するだろう。 

限定された場合で A2LA が試験の認定範囲に最良の測定の不確かさを含んでいるとき（例えば長

さ測定の試験），認定前に要求されたすべての試験範囲での不確かさバジェットの作成は容認さ

れる。 

3) 審査では，審査員は測定の不確かさ評価に適用される文書化された手順の存在を確認するであろ

う。認定の全範囲について測定の不確かさ評価の要員の理解力もあるに違いない。不確かさバジ

ェット，ソフトウェアなどを作る理解力のある要員はより大きい組織や他の外部の雇用者である

かもしれない。もし外部要員が使われているなら，彼らはすでにその試験所にアクセスでき，

A2LA の審査時にいなければならない。いずれの場合でも試験所は，バジェット，ソフトウェア

などの適切な応用に技術をもつ要員を有していなければならない。最後に，審査の前に要求され

る測定の不確かさバジェットは技術的妥当性と正確さについて審査されるであろう。 

4) 審査員は審査員のチェックリストに，5.4.6.2 と 5.4.6.3 の要求事項について試験所の適合レベルを

記さなければならならず，審査前に測定の不確かさが要求されていた試験方法の特定のリストが

審査員によって試験方法のマトリックスに明確に記されるであろう。 

5) 試験所が ISO/IEC 17025 および特に文書化された手順と理解力のある要員についての 5.4.6.2 の要
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求事項を満足しており，審査前に要求されている技術的に有効な測定の不確かさバジェットを作

成しているなら，その試験所は審査の目的に関して 5.4.6.2 節に適合していると考えられよう。し

かし，範囲内の他の試験方法についての測定の不確かさ評価をもし依頼者が要求し，試験所がそ

れを受け入れたなら，作成する必要があることを理解しなければならない。結局は，すべての試

験方法は測定の不確かさの評価を含むであろう（ステップ 7 参照）。 

6) 審査の前のサンプリングの一部として要求されたバジェットが妥当でなければ，不満足が認定の

前のしかるべきときに返事されるに違いない。 

7) A2LA は，範囲の異なるサンプリングが上述のステップ 2 に従って得られるように，審査から試

験方法のマトリックスを次回の試験所更新審査に任命された審査員に提供するであろう。試験所

は上で述べたように新しいサンプリングについて測定の不確かさバジェットを開発しなければ

ならないだろう。新しく任命された審査員は以前の審査ですでに適合であると決定された測定の

不確かさバジェットの内容を審査しないであろう。 

8) 範囲内の関連方法のすべてについて 5.4.6.2 に完全に適合している認定試験所について更新審査

がなされるとき，5.4.6.2 への維持されている適合性が，上述のステップ 2 に従って選ばれたすで

にあるバジェットのサンプリングを再調査してチェックされるであろう。更新審査の一部として

認定に要求される新しい試験はサンプルされた 15%に含まれるであろう。審査結果は上のステッ

プ 4 によって記述されるであろう。 

 

試験所における測定の不確かさに関する適用できる ISO/IEC 17025 の条項は： 

ISO/IEC 17025, 5.4.6.2 節では次のように記述されている。 

試験所は，測定の不確かさを推定する能力をもち，適用する。ある場合には，試験方法の性質から厳

密で計量学的及び統計学的に有効な測定の不確かさの計算ができないことがある。このような場合に

は，試験所は少なくとも不確かさのすべての要因の特定を試み，合理的な推定を行い，報告の形態が

不確かさについて誤った印象を与えないことを確実にする。合理的な推定は，方法の実績に関する知

識及び測定の有効範囲に基づくものであり，例えば，以前の経験又は妥当性確認のデータを活用した

ものである。 

参考１. 測定の不確かさの推定において必要とされる厳密さの程度は，次のような要因に依存する。 

試験方法の要求事項 

依頼者の要求事項 

仕様への適合性を決定する根拠としての狭い限界値の存在 

参考 2. 広く認められた試験方法が測定の不確かさの主要な要因の値に限界を定め，計算結果の表現

形式を規定している場合には，試験所はその試験方法及び報告方法の指示に従うことによっ

てこの項目を満足していると考えられる。（5.10 参照） 
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ISO/IEC 17025, 5.4.6.3 節の記述。 

測定の不確かさを推定する場合には，適切な分析方法を用いて当該状況下で重要なすべての不確かさ

の成分を考慮する。 

参考 1．不確かさに寄与する源には，用いた参照標準及び標準物質，用いた方法及び設備，環境条件，

試験・校正される品目の性質及び状態並びに試験・校正実施者が含まれるが，これらに限

定されない。 

参考 2．予想されている試験・校正品目の長期の挙動は，通常，測定の不確かさを推定する際に考慮

に入れない。 

参考 3．この問題についてさらに情報を得るには，ISO 5725 及び「測定の不確かさ表現ガイド」を参

照されたい。 

「測定の不確かさ評価の受け入れられる方法を記述した参考文書を手に入れるには A2LA に申し出

ていただきたい」 

 

ISO/IEC 17025, 5.10.3.1 c 節では次のように記述されている。 

「試験報告書は，試験結果の解釈のために必要な場合，追加の事項を含む」 

c) 適用可能な場合，推定された測定の不確かさに関する表明。試験報告書中の不確かさに関する情

報は，試験結果の有効性又は利用に関する場合，依頼者の指示が要求する場合，もしくは不確か

さが仕様の限界への適合性に影響する場合に必要とされる。 
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付属資料２
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付属資料３
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